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１．問題の所在 
 
本稿の目的は、過疎地域の居住民のライフサイクルを視野に入れた生活様式についての事実
認識を高め、それを基軸にした支援ないし有用な処方箋を明確化することである。行論では、
条件不利地域政策を批判的に検討し、今日過疎地で生起している居住の実態を調査し、地域振
興施策を検討し、それらの事実群を通じて、地域性を帯びた過疎地の生活様式を把握し、現在
の住民生活を支えるのに有用な支援内容、弱体化している地域構造と生活条件の補完に有効な
支援施策を考察する。 
日本では、国や地方など都市圏を超える地域スケールにおいては、多くの先進国で戦後に生
起したカウンターアーバナイゼーションがごくわずかの時期を除いて生じなかった（注 1）。国勢
調査が開始された 1920 年以降、戦争期を除けば、一貫して、人口稠密な地域にますます人口が
集中する状況が続いている（注 2）。この間、早い地域では 1950 年代、全般的には 1960 年代以降、
人口の大幅な減少による過疎問題が全国の農山村で深刻になり、1987 年以降、高齢化している
住民の死亡率の増加により、これまでの社会減だけでなく自然減が併進するようになった（注 3）。
その後、廃村集落がひろがる現象が顕在化し、今日に至っている。 
過疎を止めることの困難さから、過疎地域自立促進特別措置法第三条五に沿って、1970 年代
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に各地で実施された集落移転をふたたび積極的に実施し、戸数の少ない集落群を統合し基幹集
落のインフラ整備により集落淘汰を進める県･市町村も出現している。「限界集落」の用語が市
民権を得、住民自らが小規模集落を閉じて移転･併合による新たな集落再編を選択すべきだと主
張する行政機関や研究者もいる（注 4）。 
こうした中、2009 年度末に現行過疎法が失効を迎えるのを受けて、新たな法律制定が関係省
庁により模索されている。その過程において、過疎地域が果たす、環境･国土保全上の役割と都
市住民の保健・生活上の機能が、過疎対策の意義として従来よりも鮮明に打ち出されている。
もとより、過疎法による多額の補助金は税金に拠る以上、過疎対策の必要性に対して国民的合
意が望ましいことは論を俟たないし、国民の大多数を占める都市民にとっての過疎地の存在意
義が重視されること自体は当然といえよう。 
しかしながら、一方で、過疎地域が十分な存在意義を果たすには、住民が、これまでの環境
や地域の利用・管理を一定程度維持して地域の価値を再生産できることが重要である。なぜな
ら、観光・二箇所居住・定住等をとおして都市民が農山村にアクセスするのは、農民の土地利
用を通じた地域の管理が農山村において維持・存続していることが前提となっているからであ
る。NPO 組織やボランティアが過疎地域の土地管理を協働するのも、弱体化しているとはいえ
農民を主体とする農山村が現存するからである。したがって、環境・国土保全上の役割や都市
住民の憩いの場としてのサービス機能が国＝総資本にとって過疎地域の存在意義として重要性
を高めようとも、過疎地域の居住民の生活を支援することは、一義的に重要な課題であり続け
る。 
 
２．条件不利地域に対する政策の位相 
 
（１）戦後日本における農林業・農山村政策と過疎地・条件不利地域の概観 
過疎地は、つとに安達生恒らにより「人口の著しい減少に伴って地域社会の生産機能及び生
活機能が低下して健全な社会生活を送ることが困難になった地域」と定義されている（安達
1981、『過疎地再生の道』）。実際に日本において過疎化が進行した過程においては、西日本にお
いて挙家離村によるコミュニティの解体・縮小が一般的であったのに対して、東日本では出稼
ぎなど世帯員の一部が大都市等に季節雇用の機会を求めるのが一般的であった。東日本におい
て農業経営規模が大きく、農業外就業の浸透度が歴史的に小さい点が相違の要因をなしたと推
測される。過疎化の進行とともに、東日本においても離村が拡大し、初期ほど地域差が顕在で
なくなった。ただし、東日本と西日本の差が時間差や程度差かそれとも構造的相違かに関する
論争は未決着である。 
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過疎化現象は、1960 年代以後、日本の大半の山間部農村に拡大する傾向を示した。これらの
地域に対して、1970 年以降過疎対策法により、支援策が講じられてきたが、上記の定義や地域
差の存在、および過疎地域にかなりの程度重複するさまざまな条件不利地域の存在とそれらの
地域への種々の支援策を踏まえ、必ずしも過疎対策法に限定せず、過疎化と密接にかかわる条
件不利地域に対するこれまでの政策的対応をまず本章で検討する。 
過疎化の要因ともいえる条件不利な地域条件に対するこれまでの各種の支援政策はいかなる
位相に立っているのか。この検討結果は、今日の過疎地の実態に適合した政策を考える上での
出発点となり、さらに実態に即することで、必要な政策の検討に資することができる。まず、
全般的な戦後日本の農山村政策の動向とその中での過疎地を含む条件不利地域の位置づけを概
観しよう。 
日本では、戦後復興とは一線を画した農林業の産業としての振興が、1960 年代、農業基本法、
林業基本法の制定、それらを根拠にした農業構造改善事業と林業構造改善事業の実施により、
本格化した。1950 年代から第二三次産業の興隆に比して第一次産業の生産性の低さが顕在化し、
第二三次産業に伍しうる第一次産業の育成と農林業従事者の社会経済的地位の向上を目的にし
た政策である。これらの政策実施と同時に、森林や傾斜地が多くまとまった平坦な土地が少な
い条件不利地域である農山村や山村つまり中山間地域では平地農村と同様の生産性向上が困難
であることが認識されていた（注 5）。とりわけ山村においては、1950 年代後半、燃料革命により
石炭への転換が進み、製炭業が衰退して小規模農業を補完する有力な農閑余業を失ったため、
すでに人口流出つまり急速な社会減が顕在化していた。それゆえ、戦後復興過程から間もない
時期から開始された、自然条件の制約などをふまえた局地的な振興法を別にすれば、構造改善
事業の開始と同時期の 1965 年に山村振興法が、さらに 1970 年に過疎法が制定され、時限立法
での地域振興により広く農山村間での負の格差を是正する手立てが講じられるに至った。 
上記のように、全国の農山村に対する基本法、および生産・生活条件が低位で恵まれていな
い条件不利な地域に対する支援政策が展開された。しかし、生産・生活条件の不利を、産業基
盤・生活基盤等のハード面に限定して理解しており、しかも全国平均値との格差の解消といっ
た平坦地の地域への追従をベースにしたため、地域条件を踏まえた支援対策になりえなかった。
結局、ハード面での不利の解消＝平坦な地域への追従がある程度実現したとみなし、その前提
をもとに、根本的な問題認識の発想を転換しないまま、1993 年に特定農山村法により、条件不
利地域の産業振興と生活環境に対する主にソフト面での支援政策が市町村を対象にして実施さ
れるようになった。特定農山村法の施行時から、地方公共団体と地域行政関連団体（農業委員
会、農業協同組合、森林組合、土地改良区等）に対する支援ではなく、住民への直接的な支援
が有効かつ必要であるとの指摘があった。農業に対しては、食料自給率が 40％の低水準にとど
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まって改善されない問題点が重視され、1994 年から認定農家制度の導入、2000 年から中山間地
域等直接支払制度の導入により、農業集落や大規模農家等の住民（組織）に支援を集中したり、
直接補助金を交付する振興政策が実施されるに至っている。一方、林業については、農業と異
なり林家が林業に占める比重がこの 30 年余の間に急速に低下し、代わって森林組合等のサービ
ス事業体や会社等の林業事業体が林業の主たる担い手となった。林家が林業に果たす役割はさ
らに減少していく状況にある。そのため、林家や生産森林組合に対象を絞った直接的な支援･
振興政策ではなく、林業・木材産業の支援政策が実施されている。 
 
（２）農林業・農山村政策と過疎地・条件不利地域政策の検討 
1950 年代以降における、全国農山村に対する基本法、条件不利な地域支援政策に関して、政
策の対象地や政策内容の骨格を取りまとめて、表１を得た（注 6）。表１をもとに、具体的な政策
内容の推移を整理し、検討を加えよう。 
戦後、日本では農地解放によって 3 町歩を超える地主所有農地が小作人に安価にて払い下げ
られた。その結果、均等な農民層からなる民主的な農村が実現した一方で、小作制度が実質的
に長期にわたって禁止されて小規模零細性が維持されたため、国際的競争力や規模拡大の可能
性を持たない農家が次第に第二種兼業にシフトし、農業と第二三次産業との所得格差が拡大し
た。これらの問題点を解消するために、農業基本法のもとに実施された農業構造改善事業によ
り、1962 年から 1999 年まで、5 期にわたって、生産性の高い大規模経営体が担う農業構造への
転換が目指された。政策目標は明瞭であるが、実際の施策においては小規模農家を政策対象に
含めたため、小規模農家の脱農と大規模農家層の形成は、緩慢にしか進行しなかった。1993 年
に新基本法策定の方向が示され、1999 年に正式に食料・農業・農村基本法が制定されて、大規
模農家育成のための経営構造対策がより一層進められるに至った。農家の経営規模は、北海道
において 1950年 3haから 2005年段階 15ha、都府県において 1950年 0.7haから 2005年段階 1.6ha
に拡大している（注 7）。 
この間、農家自体の性格変化が進行した。すなわち、販売農家の中でもより積極的な農業を
志向する場合、認定農業者となり、さらに特定農業法人や株式会社化を進める経営体が増加し
ている。中山間地域では、一般に平地に比べて農地の集積による労働生産性の向上を図ること
ができず、集落営農が果たす役割が大きい。中山間地域で拡大する耕作放棄地を解消しうる持
続可能な農業経営体の育成を主眼とする中山間地域等直接支払制度においては農業集落が主た
る協定者となっている。土地利用型農業（米麦大豆とうもろこしなどを主に生産する農業）と
は異なる、新規作物の導入や特産物の生産・販売、都市との交流などを契機とした経営組織の
育成については、特定農山村法による市町村への支援を活用した取り組みが多い。 
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表１ 1950 年代以降の農林業政策と条件不利地域の振興政策 
  政策やその根拠法 
制定年と 
実施期間 
対象地の指定要件や政策の時期区分 振興内容・政策内容の骨格 備考 
特殊土壌地帯振興法 1952～ 
台風の来襲を受け雨量が多い特殊土壌地帯に対して、災害防除と農地改良事業により、土壌保全と農業生産力向上を図る。時限
立法 
シラス等火山噴出物や花崗岩風化土など侵食
に弱い地帯の基盤整備 
  
離島振興法 1953～ 
国土の保全等において重要な役割を有しているものの、産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある離島。
時限立法 
離島航路の維持、地域振興   
豪雪地帯対策法 1962～ 
積雪のため産業の発展が停滞的で住民の生活水準の向上が阻害されている地域に対して、雪害防除、産業等の基礎条件の改善対
策を実施し、産業の振興と民生の安定向上に寄与する。時限立法 
特別豪雪地帯･豪雪地帯の雪害対策(交通通
信･農林業の施設や技術)、教育等生活環境整
備 
  
辺地法 1962～ 
辺地(交通条件及び自然的､経済的､文化的諸条件に恵まれず､他の地域に比較して住民の生活文化水準が著しく低い山間地､離島
その他のへんぴな地域で、住民の数その他について政令の要件に該当している地域に対して、公共的施設の整備に助成。時限立
法 
辺地の公共施設整備   
山村振興法 1965～ 国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等に重要な役割を担つている山村。時限立法 
基幹道路の整備､集落の整備､農林漁業経営の
施設整備 
  
過疎法 1970～ 
地域の人口が減り、住民の生活水準や生産機能の維持が困難になっている地域。1970-79 年度過疎地域対策緊急措置法、1980-89
年度過疎地域振興特別措置法、1990-99 年度過疎地域活性化特別措置法、2000-2009 年度過疎地域自立促進特別措置法。｢35 年間
に 30％以上の人口減少等＋財政力指数 0.42 未満｣等の要件。時限立法 
過疎地域の振興・支援による格差是正 
2000 年段階、人口の 8.9％、国土
の 54％を占めている 
半島振興法 1985～ 
国土資源の利用の面における制約から産業基盤及び生活環境の整備等について他の地域に比較して低位にある半島地域。時限立
法 
半島の産業基盤と生活環境の整備   
中山間地域活性化資金 1990～ 農林水産物の加工販売事業･農林漁業資源の利用など産業基盤のハード面の整備に助成   1988『農業白書』｢中山間地域｣ 
中山間地域農村活性化
総合整備事業 
1990～ 農業生産基盤と農村生活基盤のハード面の整備への補助率の嵩上げ助成     
特定農山村法 1993～ 
地理的条件や生産条件が不利であるが農林業が重要な、上記地域振興制度による被支援地域を対象に、市町村に対して、産業基
盤、生活環境両面の主にソフト面の整備に助成 
法に基づく振興地域を対象にソフト主体の取
り組みを支援 
  
条件不利地域の振興政策
 
中山間地域等直接支払
制度 
2000～ 
特定農山村法等地域振興８法指定地域及び知事が定める特認地域における急傾斜地や緩傾斜地の田畑等からなる一群の農用地の
ある農業集落等が 5年以上耕作放棄地を出さない協定を締結した場合に助成。時限立法。一期(2000～2004 年)より二期(2005～2009
年)の助成条件は厳しい基準。 
条件不利な中山間地域等に素材する農業集落
等の耕作放棄の防止と継続的農業生産体制の
整備 
2000～2004 年第一期 
2005～2009 年第二期 
農業構造改善事業(農業
基本法) 
1962～1999 
(1961～1999) 
生産性の高い大規模経営体が担う農業構造への転換。1962 年～1969 年(第一期)、1969 年～1978 年（第二期）、1978 年～1990 年(第
三期。土地利用型農業を念頭に置いた賃貸借・集団化による規模拡大＋生活環境整備)、1990 年～1994 年(第四期。農業農村活性
化構造改善事業)、1994 年～1999 年（第五期。地域農業基盤確立構造改善事業） 
農家戸数を減らし、生産性の高い大規模経営
体が担う農業構造への転換 
1961 年～1999 年農業基本法 
経営構造対策(食料・農
業・農村基本法) 
2000～ 
(1999～) 
担い手(認定農業者､集落営農組織)、農事組合法人、特定農業法人等への補助の集中による地域農業の維持･刷新 
効率的かつ安定的な農業経営が地域農業の相
当部分を担う農業構造の確立。担い手育成 
1999 年～食料・農業・農村基本
法 
森林法(第三次) 1951～ 
1897 年～1907 年(第一次。国土保全､監督取締)、1907 年～1951 年(第二次。施業案制度による営林監督、森林組合の設立と施業案
制度の運営主体化の推進)、1951 年～(第三次。森林計画制度と保安林制度による森林資源の維持造成) 
各種森林計画の策定による森林資源管理と森
林保全 
1957,62,64,68,74,83,91,98,2001,03
年森林法改正 
林業構造改善事業(林業
基本法＋改正森林法)
1965～2001 
(1964～2001) 
1964～1968 年：5～10ha の農業主業及び 20～30ha の林業主業の農家林家経営を基軸にした産業としての林業の発展と、林業従事
者の社会経済的地位の向上 
1968～1974 年：個別森林所有者が任意に策定する森林施業計画の認定と支援 
1974～1991 年：林家の林業生産の推進を基本に、森林の多面的機能を念頭に置いた森林整備促進のため｢全国森林計画－地域(都
道府県)森林計画(－市町村森林整備計画)」に沿う個別所有者の森林施業計画策定の支援、団地(30ha 以上)共同森林施業計画制度
の創設、育林･伐出･素材流通･製材加工･製品流通のシステムを地域を単位として形成 
1991～2001 年：流域管理システムの導入。国有林・民有林を一体的に捉え、44 流域-158 支流域(森林計画区)ごとに、育林･伐出･
素材流通･製材加工･製品流通を組織化した林業生産の育成と森林整備水準の達成をはかる 
国や県が林産物需給の長期見通しを立てて森
林計画を策定し、それに沿った森林所有者に
よる林業経営の近代化・発展と林業従事者の
育成を支援する 
森林の多面的な機能を発揮できる森林施業・
森林造成を進める(後に追加) 
1964 年林業基本法 
森林・林業基本計画(森
林･林業基本法＋改正森
林法) 
2001～ 
(1998～) 
1998 年～：全市町村が市町村森林整備計画を策定 
2001 年～：森林の多面的機能の発揮への明確な政策転換。森林を三大分類:水土保全林(自然環境保全林)・森と人との共生林(保健
文化林)・資源の循環利用林(林業経済林)。30ha 以上の森林所有者(単独/共同)の森林施業計画策定への支援に変更 
育成林整備から、多面的機能の発揮への政策
転換。育成林整備は多面的機能発揮にむけた
一過程･一部分としての位置づけ 
1998 年森林法改正 
2001 年森林・林業基本法 
農山村全般に対する農林業の基本政策
 
林業・木材産業構造改革
事業 
2001～ 
(2001～ 
森林・林業基本計画による森林 3 分類のうち、｢資源の循環利用林｣の推進に関する政策。 
森林組合や林業者等の組織する団体、木材関連業者等の組織する団体等に助成、林地の整備･林業機械や加工施設の改良整備に助
成 
林業･木材･林産物の生産流通体制の効率化｡
路網･林業機械･木材林産物加工生産施設の整
備 
2001 年森林・林業基本法 
注)林政に関しては、香田徹也編(2000)『日本近代林政年表 1867-1999』日本林業調査会、堺正紘編著(2004)『森林政策学』J-FIC 所収 第 4 章(遠藤日雄)､第 6 章(笠原義人)、遠藤日雄編著(2008)『現代森林政策学』J-FIC 所収 第 6 章(白石則彦)等を参照。 
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次に、林業では、明治期以来の森林法を通じた森林の管理と利用の指導が、戦後ようやく実
体性をもった民有林主導の体制の構築として結実するに至った。すなわち、第一次（1897～1907
年）森林法の時代には、国土保全の観点から大林区署-小林区署（1924 年から営林局-営林署）
を設置して国有林を管理し、あわせて都道府県における民有林管理行政機関の組織化が遅れた
ため、民有林に対しても営林局-営林署が指導を行う状況にあった。第二次（1907～1951 年）
森林法の時代には、具体的な森林管理手法として、施業案制度が実施されるに至った。国有林
野では実行官庁として営林署がその任に当たった。民有林については森林法を改正して任意設
立強制加入の｢森林組合｣の設立の規定を設け、民有林所有者が策定した施業案に基づく施業を
担当ないし調整する組織として森林組合を育成する方式が採られた（注 8）。このように第二次森
林法の時代までは国による主導的な制度設計によって、森林管理の仕組みが整備された。これ
に対して、第三次（1951～1964 年）森林法の時代には、森林計画制度に基づいて、個別の森林
区ごとに具体的な施業計画を立てて実質的に森林の管理と利用が進められた。つまり、制度や
手法だけでなく、実際の森林運営が第三次の時代にようやく実体化したのである。 
しかし、森林法のみによるこれらの制度設計では、国有林管理の手法としての施業案や、普
通林の森林資源と保護対象としての保安林の維持管理に基点を置く森林運営が実施されており、
国有林についてはともかく、民有林の利用を積極的に推進する制度設計としては不十分なもの
であった。この点を改善し、経済活動としての森林利用の観点から林業を推進すべく試行錯誤
を繰り返してきたのが、林業構造改善事業および森林･林業基本計画のもとでの林業･木材産業
構造改革事業の歩みである。 
林業構造改善事業は、農業構造改善事業と同様、家族経営を基軸とし、その育成により産業
としての林業を発展させる方式である。当初は、個別森林所有者が任意に策定する森林施業計
画を認定・支援する方式を採ったが、1974 年以降、｢全国森林計画（国＝農林大臣）-地域（都
道府県）森林計画（県＝林務部）-森林施業計画（森林所有者）｣、さらに 1998 年以降、県と所
有者の間に全市町村による｢市町村森林整備計画｣の策定が追加された。これらは、上記の第三
次森林法の時代に類似している。しかし、それと同時に、30ha 以上の団地を単位にした所有者
達による共同森林施業計画の策定の認可、流域を単位とした育林･伐出、素材流通、製材加工、
製品流通の組織化が進められており、森林所有者の連携、林業・木材業者の協業による産業上
の需要に沿った森林施業計画の策定が具体化している。 
1998 年以降、育成林業の衰退と森林の多面的機能発揮への政策転換に伴い、森林･林業基本
計画は、森林を水土保全林、森と人との共生林、資源の循環利用林に 3 大別しており、森林所
有者による森林施業計画の策定の意味・内容に変化が生じているが、森林所有者（単独/団体）
による 30ha 以上の森林施業計画の策定を支援し、流域単位ごとに、施業計画に基づく林業経営
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を推進する方式が維持されている。このように、50 年以上の長期にわたって、施業計画による
森林管理と林業経営が整備され、今日に至っている。そして、流域を単位に、広義の林業各部
門が協業して持続可能な生産活動を維持する生産体制への振興政策が採られている。 
ところで、育成林業の不振・衰退とともに、1974 年以降、森林の多面的機能を念頭に置いた
森林整備の重要性が強調されるに至っている。しかし、多面的機能に適合したさまざまな森林
整備体系をただちに実施できるような技術・知識を持ち合わせているわけではない。育成林で
行われる森林施業を粗放化すれば広葉樹の機能が高まるといった単純な楽観論ではゆるされな
い。とりわけ 2001 年以降、森林の多面的機能を水土保全林（自然環境保全林）、森と人との共
生林（保健文化林）、資源の循環利用林（林業経済林）に 3 大別することが一般に行われている。
その際、前二者には保護・管理規制を主たる道具、後一者には市場経済を主たる道具にして、
管理と利用の二元論に再び回帰するのであれば、それは森林法の時代への逆行にすぎない。む
しろなすべきは、林業基本法の延長線上に現行の森林･林業基本計画を位置づけることである。
すなわち、3 林野とも雇用を創出する事業・経済活動として実現を図るべきである。その場合、
事業・経済活動としての内実は 3 者間で相互にかなり異なったものになるであろう。前二者に
対する日本国内での歴史的な技術･知識の蓄積は非常に乏しく、その方途についてはイギリスや
アイルランドのナショナルトラストの活動も参考にして、試行錯誤しつつ確立していかざるを
えない。新たな技術体系の確立と実施に多くの従事者を要する事業として、新たな森林造成を
位置づける必要がある。 
以上、日本における林業の長期的な変化過程を追い、潜在的な森林経済活動の可能性が高まっ
ていることが明らかとなった。しかし、現状の山村にはそれらをうまく生かした活動は 2004
年から模索が始まった森林セラピー事業などを除けば貧弱で、従来からの林業の不振や行政・
製造業・建設業等の就業機会の縮小と高齢化による過疎化の進行が問題状況として語られてき
た（注 9）。山村を対象にした条件不利地域支援政策は、生活環境の改善と産業基盤の形成に対す
る内容と一般に言われている。しかし、産業基盤の形成に関する内容のなかに、林業を対象に
したものはほとんどなく、大半は農業や観光に関するものである。上記の林業の長期動向の整
理が示すように、森林の多面的機能の発揮に向けて、森林の産業的展望は潜在的に大きいが、
それを実現する手法・技術・知識などは貧弱で、条件不利地域支援政策の施策として具体的に
取り組まれる項目にはいまだなっていない。これらのミスマッチは、結局のところ、近代期以
降、国家により山村の経済活動が極端に育成林業にのみ収斂され、研究者も育成林業のみに関
心を限定しすぎたため、他の林野経済活動に対する展望・可能性を検討・考察する視点を持た
なかったことによる。 
ついで、条件不利地域振興政策、とくに山村振興法、過疎法、特定農山村法、中山間地域直
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接支払制度についてその内容を検討しよう。山村振興法は、1965 年に制定された 10 年間の時
限立法であるが、これまでに 4 度法の有効期限が延長され、今日に至っている。2005 年度以降
2014 年度までの期間は第 6 期の対策期間となっており、2006 年 4 月に全国 1820 市町村のうち
755 市町村の全部または一部が対象地域として指定された。産業基盤と生活環境整備のハード
面の支援が制定当初からの主な対策項目で、1070 年代前半には、多くの振興山村において、山
村開発センターが建設された。現在は、情報通信の整備、医療、都市農村交流、鳥獣被害防止
らが追加対策の内容となっており、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（農林水産省、2007
年度以降）などを財源とした施策が展開されている。1965 年以降、これまでに約 20 兆円が山
村振興法の対策費として使用された。 
過疎法は、過疎に対する対処策として、1970 年以来 10 年期間の時限立法として 4 度制定・
施行され、40 年間に約 88 兆円の補助金が投じられてきた。前半の 20 年間は道路をはじめとし
た交通通信体系の整備に約半分の補助金が使用されたが、その後は比率を 4 割から 3 割台に低
下し、代わって生活環境の整備・高齢者の保健福祉の比率が 1 割から 2 割に増加した。しかし、
国土の約半分を占める過疎地域の大部分で過疎の進行を止めることができず、既述したように、
1980 年代後半以降、過疎地域は自然減の段階に移行した。交通通信体系や生活環境に関する基
盤整備が行われなければ、さらに深刻な過疎化が進行したことが予想され、過疎法が過疎地域
の住民生活を支える諸条件を提供した点は正当に評価すべきである。しかし、過疎地域が人口
減少率と財政力指数によって自動的に指定され、そのうえ過疎対策費の執行と必要金額も道
路・インフラ・公的施設等の整備率の差によって半ば自動的に設定・算出される対策方式は、
個々の過疎地域ごとに有用な対策を模索する主体的取り組みを醸成しにくい機械的な予算執行
方式であり、巨額の予算執行にもかかわらず国の主管組織として問題状況を把握して対処して
いく指向性に乏しいものであった。 
特定農山村法は、1993 年施行時、全国 3236 市町村の過半にあたる 1730 の市町村の全部また
は一部が対象地域として公示された。今日に至るまで山村振興法、過疎法のどちらよりも多く
の市町村やその一部が対象地となっている。おもに農林業を中心とした産業基盤や生活環境の
アイデアの提案や事業実施等の活動などソフト面を重視した取り組み（たとえば新規作物の導
入による農林業の振興、住民の主体的な地域活性化策による地域振興など）に対して支援が行
われてきた。農山村における取り組みに対する支援が主になるのは、特定農山村法が制定され
た時点に、すでに山村振興法や過疎法等が施行され、主にハード面の整備が担当されていたか
らである。助成を受けている市町村の取り組みの中には特色ある例も見うけられる。 
中山間地域等直接支払制度は、農林省が、部分的に EU のデカップリング政策を参考にして
2000 年に導入した政策である（第一期 2000-2004 年）。制度化に際して、緑の政策だけでなく、
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黄色（生産性の向上）の政策の比重が高まった。中山間地域における生活環境の保全とともに、
耕作放棄の増加をくいとめて継続的耕作が可能な経営体を育成することを目的とし、集落営農
をその主たる担い手として想定している。各営農組織が本制度のもとで 5 年以上の継続的耕作
を行うと申請し、傾斜耕地や耕作放棄地の整備に対する補償費が営農組織等に支給される。今
後の継続的耕作が困難な農地については、植林して林地に地目転換される（赤色の政策）。これ
に対しても補助金が支給される。従来、集落営農ではその中の主たる営農家に不当に多くの負
担がかかることが多かったが、本制度を通じて、近代的経営･就労条件を明確化して労働の対価
や役割分担を明確にし、かつ集落営農組織の中から今後に向けた主たる経営体を創出する狙い
が込められている。第一期には中山間地域に所在する多くの農業集落等が申請を行ったが、そ
の後脱落した例もある。さらに第二期申請では、第一期と同等の取り組みに対する補助金が第
一期の額の 8 割に削減された。中山間地域の農地維持に多くの場合不可欠な灌漑水利施設の保
全を義務づけて農地維持を一層確実にするなど、支給条件のハードルが高くなったため、第二
期（2005-2009 年）の本制度申請者は第一期の約 8 割にとどまった。中山間地域の条件不利は
傾斜農地などの農業経営条件に限定されず、生活全般に及ぶが、タテ割行政により営農上の不
利に補償対象は限定されている。現実の深刻な状況は必ずしも改善されない状況下で、現在第
3 期の制度内容が検討されている。 
以上、条件不利地域に対する従来の政策や補償制度の概況を、その問題点とともに述べた。
十分な成果が得られないまま、過疎地域の問題状況は全般的により深刻になっている。しかし
一方で、国自体の財政基盤が悪化し、かつ過疎地域の人口比率も低下し、過疎地対策に対する
関心自体が縮小傾向になった。そのような中で、過疎地域を他の地域と同様に維持していく国
土政策そのものが、近年転換された。次節で、現在の国土政策における過疎地をはじめとする
条件不利地域の位置づけをみておこう。 
 
（３）国土形成計画や定住自立圏構想にみる都市圏への包摂政策 
日本全国を対象にした国土計画として、戦後復興の後、全国総合開発計画（全総）が五次に
わたって実施され、社会資本の整備や産業配置・居住の在り方を規定した。その基本理念は「国
土の均衡ある発展」であった。しかし、1998 年五次中期に国土計画の転換が模索され、2005
年に国土形成計画法が制定された。開発推進から成熟社会への転換を謳い、「地域の自立の促進」
を掲げて、広域地方計画を各地域で策定し、全国で 8 つから成る多様な広域ブロックが自律的
に発展する国土計画（全国計画）が 2008 年 7 月に閣議決定された。また、2000 年国勢調査等
により、通勤時間 1 時間をめどにして成立している昼間人口 30 万人以上の中心都市への通勤圏
を日常生活圏とみなし、国内に所在する 82 の日常生活圏域を生活空間として基盤整備する。一
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方、そのような通勤圏に包摂されない中山間地域を自然共生地域として別に区分し、日常生活
圏に対して行った基盤整備を行わず、むしろ豊かな自然条件を活用した生活様式を促している。
2000 年の国勢調査に基づけば、全人口の約 9%、面積では国土の 40％強において、従前ほどの
基盤整備が受けられなくなる。国土交通省が主管省庁として国土形成計画を具体的に実施して
いる。すなわち、高齢化が進む小規模集落の現状と廃村化予測のデータを整備し、かつ集落移
転等による小規模集落の基幹集落への統合を県・市町村に提示し、補助金を通じて和歌山県な
ど諸県において山間部の小集落の集落移転が進められている。 
国土形成計画による地域区分と都市圏の設定に対して、森川洋（2009）は、日本全土で見た
場合、実際の通勤圏には昼間人口 30 万人未満が多数あり、国土形成計画が設定する 30 万人以
上の通勤圏より小規模な中心都市の通勤圏を設定すべきと主張する。国土審議会においても、
北海道・山陰などの中心都市の規模を念頭に、昼間人口 20 万人以上の中心都市を主張する考え
がある（注 10）。 
これとは別に、総務省は、地方自治を重視し、より個々の地域実態を念頭に置いた地域政策
を展開する観点から、「定住自立圏構想」を提示し、2009 年 1 月以降、30 市町、22 圏域が先行
実施し、2009 年度から本実施に移行した。昼夜間人口比率 1 以上、人口 5 万人程度以上の都市
を中心市とし、そこへの通勤通学率 10％程度以上の周辺市町村が中心都市と定住自立圏形成協
定を結んで、連携と役割分担により定住自立圏共生ビジョンを立案・実施していく構想である。
2009 年 11 月 2 日現在、36 市が中心市宣言を行い、そのうち中心市 11 が周辺市町村 48 市町村
とすでに協定を締結しているほか、2 市が方針を策定済みである。先行実施した市町や協定を
結んだ 11 中心市とその圏域の概要は、表２のとおりである。八戸市を除けば 1 中心市当たりの
定住自立圏は 30 万人未満であり、本施策が人口 5 万人～30 万人規模の中心市および圏域を主
たる対象とし、国土交通省による国土形成計画での日常生活圏域（人口 30 万人以上）の設定と、
中心都市を核とする結節地域構造による機能地域の形成を目指す共通点をもち、かつ人口規模
の点で補完関係にあることが確認できる。 
したがって、「日常生活圏」と「定住自立圏」の政策理念によれば、国土の大半は中心都市の
都市圏に包摂されることになる。中心市に包摂されない中山間地域はそれでも生じるが、その
面積はとりわけ定住自立圏構想ではわずかな面積にとどまることが想定されている。しかし、
表２自体が、実態が必ずしもそう安易に推移していないことを暗示している。中心市を宣言し
たが未締結の 22 市について、中心市の 2005 年現在の昼夜間人口比率、および現市域の 2000
年人口に対する 2005 年人口の比率を求めた。その結果、7 市が昼夜間人口比率 100 未満のため
定住自立圏の中心市の条件を満たせないこと、および 2000 年段階に比べて 2005 年段階の人口
が減少している中心市が 17 に及ぶことが明らかとなった。定住自立圏構想は制度上 5 万人以上 
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表２ 定住自立圏形成に向けた市町村の取組状況 
2009 年月/日 人口 (2005 年国調値） 2005 年昼夜間人口比率(2005 年国調) 
番号 
協定締結 中心市宣言 
定住自立圏形成協定 
を締結した中心市 
周辺市
町村数 中心市 合計 
昼夜間
人口比率
中心市宣言実施の 
みの地方公共団体 100 未満 100～105 105～110 110 以上 
人口 
減少 
1 7/14   長野県飯田市 13 108624 175523 1.045        
2 9/24   青森県八戸市 7 244700 348205 1.052        
3 9/25   秋田県由利本荘市 － 89555 89555 1.052        
4 9/25   埼玉県秩父市 4 70563 114506 1.007        
5 9/29   山口県下関市 － 290693 290693 1.007        
6 10/4   滋賀県彦根市 4 109779 153174 1.013        
7 10/6   福島県南相馬市 1 72837 79559 1.025        
8 10/6   宮崎県都城市 3 170955 272557 1.076        
9 10/6～7   鹿児島県鹿屋市 7 106208 220550 1.015        
10 10/7   鳥取県米子市・島根県松江市 3 346187 440678 1.055,1.049        
11 10/26   岐阜県美濃加茂市 1 52133 60685 1.054        
12 11/2   大分県中津市 5 84368 227404 1.017        
13   3/2   236355 新潟県長岡市   ○  ▲ 
14   3/4   337895 香川県高松市    ○  
15   3/9   52583 鳥取県倉吉市    ○ ▲ 
16   3/17   121637 宮崎県延岡市  ○   ▲ 
17   3/18   40221 岡山県備前市 ●    ▲ 
18   3/27   58648 宮崎県日向市  ○   ▲ 
19   3/30   306439 福岡県久留米市  ○    
20   3/30   102370 鹿児島県薩摩川内市  ○   ▲ 
21   4/24   38949 福岡県八女市 ●    ▲ 
22   4/27   62315 高知県四万十市・宿毛市 ●    ▲ 
23   6/5   201727 鳥取県鳥取市  ○    
24   8/19   58197 佐賀県伊万里市  ○   ▲ 
25   8/24   104323 愛知県西尾市  ○    
26   8/28   131089 福岡県大牟田市  ○   ▲ 
27   9/1   46379 三重県いなべ市 ●     
28   9/1   57727 熊本県山鹿市 ●    ▲ 
29   9/1   82507 秋田県大館市  ○   ▲ 
30   9/8   128567 佐賀県唐津市 ●    ▲ 
31   9/15   142165 北海道小樽市  ○   ▲ 
32   9/18   81957* 埼玉県本庄市  ○   ▲ 
33   9/30   333407 高知県高知市  ○   ▲ 
34   10/21   65226* 香川県観音寺市 ●    ▲ 
注）中心市が周辺市町村を持たない一市の場合の昼夜間人口比率は、合併前の 2000 年段階の構成市町村で昼夜間人口比率を算出した値 
  中心市宣言市の｢減少｣欄の▲は、中心市の 2000 年組替人口より 2005 年人口の方が減少している場合を指す 
  中心市人口の*は、2009 年の市域が 2005 年と異なるので、2009 年市域で組み替えた人口を指す 
  2009 年 3 月～2009 年 11 月 2 日現在までの締結または宣言の状況 
 
 
の市を中心市とした安定的な定住圏の形成を謳っているが、現実には、通勤就業者を吸引でき
ずむしろ他の都市への流出がかなりの都市において顕在化している。さらに昼夜間人口比率は
100 を超えていて就業面での地域中心としての機能を有してはいるが、周辺市町村を含む地域
全体での人口減少がとまらない地方生活圏が過半を占めている。つまり、一部の県庁所在都市
も含んで中小都市自体が人口流出やより大規模な都市への通勤圏を構成し、定住自立圏形成協
定締結のための条件を満たせない状況が現実に進行している。 
域外からの就業者を吸引するような雇用機会をもたない市町村では、観光を通じて人口が維
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持されている少数の町村を除けば、都市への通勤に依存しないで人口維持できている例は現在
の日本においてほとんどない。その意味で、都市圏化による地域整備は避けて通れない。しか
し、同時に、上記の中小都市圏の現実が示すように、人口希薄ではあるが地域資源を活用した
産業によって再生産が可能な地域構造を検討・模索することも不可欠に必要である。市町村合
併や都市圏への包摂の議論は、往々にして実際にはその内部の条件不利地域の状況を改善する
のではなく、比較優位な地域だけが淘汰のふるいを生き延びている実態を見えにくくしてきた。
そのため、条件不利地域の自立的存立にとって有効な施策の立案実施がかえって阻害されてい
る。過疎地域の住民のうち、そこに住み続けようとする人々は、どのような居住を試行錯誤し
可能性を模索しているのであろうか。そのような事実の検討をしなければ、新たな過疎地域支
援対策の可能性は開けないのではなかろうか。その立場にたって、まず、次章において、実態
の検討を行いたい。 
 
３．過疎地の生活様式の例 
 
（１）東京都西多摩郡奥多摩町 
①人口と世帯数の動向とその地域差 
調査地として、養蚕、こんにゃく、山葵などの商品生産と主穀の斜面畑作を製炭や林業や鉱
業と結合した生業を営み、ダムによる小河内地区の水没をはじめ東京大都市圏の影響を強く受
けてきた奥多摩町、近世中期以降昭和期まで林業地域化を進めて人口を可容してきたが、その
後過疎化により厳しい人口減少が生じている外帯の山村奈良県吉野郡、小規模な農業経営面積
をたたら、放牧、製炭などとの複合で補完してきたが 1950 年代に製炭の衰退により広範な過疎
化が発生し、現在も高齢化率が日本で最も高い島根県を含む山陰の農山村の 3 地域をとりあげ
る。 
東京大都市圏北西の周辺部に位置する奥多摩町は、古里村、氷川村、小河内村の 3 か村 21
大字が 1955 年に合併して成立した。合併時に 15594 人の人口があったが、その後一貫して減少
し、2010 年 1 月現在約 41％の 6328 人に減少している。すでに 1960 年当時農家は 2816 世帯中
887 世帯（31％）に減少しており、林野率が 94%を占め、渓谷で知られた急峻な地形をなす山村
である。1050～70 年代には石灰（セメント）産地として鉱業の比重が高く、製品の市場への搬
出のため、奥多摩駅（旧氷川駅）に隣接する地点に（株）奥多摩工業が立地して今日に至って
いる。しかし、2005 年現在、3018 世帯中農家は 90 世帯（3％）と激減し、コスト面で不採算の
鉱区が 1970 年代から閉山されて鉱業就業者も全就業者 2962 人中 59 人とピーク時の 8％強から
2％弱に落ち込んでいる。大都市東京の日帰り圏に属し、その影響を強く受けている過疎地域で
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ある。影響は、人口・観光・施設整備などの状況に顕著に表れている。 
まず、奥多摩町の 21 大字の 1960 年から 2010 年にかけての人口と世帯の増減を検討しよう。
1960 年から 1965 年、1965 年から 1970 年と、5 年間隔で 10 期に分け、各期の最終年の人口を
その期の起年の人口で割って、期ごとの人口の変化率を求めた。世帯数についても同様に 10
期に分けて、変化率を求めた。こうして表３を得た。増減率 10％を超える場合を大きな人口変
化の期、5～10％をそれに準じる期とした。21 大字全体で、10％を超える増加率の期は 6 つあ
り、うち 4 つが丹三郎、1 つが小丹波、1 つが白丸で生じた。5～10％の増加を示した期は 5 つ
あり、うち 2 つが梅沢、1 つが丹三郎、1 つが常磐、1 つが海沢で生じた。一方、人口の減少率
10％を越える場合は 88、そのうち減少率 20％を超える場合は 20 あった。長畑が独立して大字
になったために生じた常磐の大幅な減少率の期を除いて、計 1～2 期のみ減少率が 10％を超え
た大字、計 3～4 期で減少率が 10％を超えた大字、計 5～6 期で減少率が 10％を超えた大字、計
7 期以上で 10％を超えた大字の 4 つに分けた。10 期におけるこれらの変化状況を、5%を超える
増加率を+1、10％を超える増加率を+2、10％を超える減少率を-1、20％を超える減少率を-2 に
それぞれカウントして大字ごとに集計し、その集計値と、1960～2010 年の 50 年間における人
口変化率および世帯数の変化率とを対照すると、明瞭な対応関係が得られた。その結果、21 大
字を次の A～E の 5 タイプに分類することができた（図１）。 
A．人口・世帯ともに 50 年の間に増加した大字：丹三郎 
B．人口減少率がおよそ 50％までで、世帯数は増加した大字：梅沢、小丹波、白丸、海沢、
大丹波、川井、長畑、棚沢 
C．世帯数はおよそ 80％程度維持されているが、人口減少率が 60％台に達している大字：大
氷川、栃久保、南氷川、常磐 
D．C と E の中間段階の大字：原、川野、境 
E．人口減少率が 80％台に達し、世帯数も 50％前後以下となり、減少に歯止めがかからない
大字：峰谷、日原、留浦、中山、大沢 
奥多摩町の下流側に位置し、それぞれの集落近くに JR 駅もある旧古里村の 7 大字は、青梅市
に近く大都市圏への通勤が可能ですべて A と B のタイプの変化を示した。一方、ダム水没地を
抱える上流側の旧小河内村の 4 大字はすべて D と E のタイプである。また、旧氷川村の大字の
うち B と C のタイプの 6 大字は、旧古里村の大字ほど通勤条件に恵まれてはいないものの、す
べて JR 奥多摩駅や役場から徒歩で 20-30 分以内にアクセスが可能な位置に所在する。それに対
して、D と E のタイプの 4 大字は、日原川の上流側に所在する大沢・日原と小河内ダムサイト
方面の境・中山であり、ともに村の中心部より上流側に位置するため通勤就業の条件が悪い。
さらに局地的理由として、前者の 2 大字の場合、石灰の採掘で地元民以外に奥多摩工業の従業 
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                                表３ 奥多摩町の大字別人口・世帯数の推移 
  大字 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010  1965/1960 1970/1965 1975/1970 1980/1975 1985/1980 1990/1985 1995/1990 2000/1995 2005/2000 2010/2005 2010/1960 集計値 type 
818 812 764 682 649 651 617 583 575 531 483  99 94 89 95 100 95 94 99 92 91 60 -1 川井 
165 173 178 177 178 184 183 180 197 201 192  105 103 99 101 103 99 98 109 102 96 116  
B 
769 759 716 684 690 658 619 575 548 506 445  99 94 96 101 95 94 93 95 92 88 61 -1 大丹波 
130 141 141 143 148 151 153 162 172 171 167  108 100 101 103 102 101 106 106 99 98 128  
B 
186 205 187 178 174 188 194 194 187 175 155  110 91 95 98 108 103 100 96 94 89 89 +1 梅沢 
34 43 43 44 46 53 58 62 62 62 60  126 100 102 105 115 109 107 100 100 97 174  
B 
188 179 199 218 257 261 249 279 373 345 308  95 111 110 118 102 95 112 134 92 89 169 +7 丹三郎 
32 35 42 55 62 65 68 83 183 181 180  109 120 131 113 105 105 122 220 99 99 553  
A
1215 1352 1309 1350 1334 1360 1316 1216 1162 1020 901  111 97 103 99 102 97 92 96 88 88 77 0 小丹波 
252 280 284 340 347 369 361 358 367 360 346  111 101 120 102 106 98 99 103 98 96 140  
B 
1327 1244 1117 1114 1056 969 904 836 772 683 624  94 90 100 95 92 93 92 92 88 91 49 -1 棚沢 
243 255 270 272 271 265 266 261 264 259 262  105 106 101 100 98 100 98 101 98 101 108  
B 
420 394 363 317 294 288 368 359 350 320 274  94 92 87 93 98 128 98 97 91 86 69 0 白丸 
81 81 78 77 77 75 172 178 174 174 168  100 96 99 100 97 229 103 98 100 97 210  
B 
4923 4945 4655 4543 4454 4375 4267 4042 3967 3580 3190  100 94 98 98 98 98 95 98 90 89 68   
旧
古
里
村
 
小計 
937 1008 1036 1108 1129 1162 1261 1284 1419 1408 1375  108 103 107 102 103 109 102 111 99 98 147   
1331 1081 1038 919 827 777 780 714 651 568 500  81 96 89 90 94 100 92 91 87 88 38 -4 大氷川 
253 260 271 263 236 233 243 232 234 220 214  103 104 97 90 99 104 95 101 94 97 85  
C 
1258 1157 786 678 714 648 556 522 463 422 395  92 68 86 105 91 86 94 89 91 94 33 -3 常磐 
255 256 177 174 254 239 230 233 234 223 228  100 69 98 146 94 96 101 100 95 102 90  
C 
    418 415 387 359 338 318 317 270 222      99 93 93 94 94 100 85 82 60 -2 長畑 
    91 95 98 100 97 101 104 97 99      104 103 102 97 104 103 93 102 105  
B 
717 658 541 416 406 359 338 318 316 270 243  92 82 77 98 88 94 94 99 85 90 35 -5 南氷川 
125 142 123 104 107 103 104 108 113 106 102  114 87 85 103 96 101 104 105 94 96 82  
C 
1282 1127 983 855 714 665 583 539 515 477 433  88 87 87 84 93 88 92 96 93 91 36 -5 栃久保 
240 255 238 221 198 197 192 194 203 195 186  106 93 93 90 99 97 101 105 96 95 79  
C 
515 425 297 202 173 145 129 112 91 75 67  83 70 68 86 84 89 87 81 82 89 14 -12 大沢 
114 103 71 56 49 48 47 43 36 35 33  90 69 79 88 98 98 91 84 97 94 29  
E 
868 871 856 607 492 352 284 246 193 156 129  100 98 71 81 72 81 87 78 81 83 16 -11 日原 
175 219 214 165 140 112 102 97 90 82 72  125 98 77 85 80 91 95 93 91 88 43  
E 
973 742 725 722 679 688 694 758 693 669 617  76 98 100 94 101 101 109 91 97 92 67 -1 海沢 
157 144 146 257 276 290 309 345 339 368 364  92 101 176 107 105 107 112 98 109 99 241  
B 
596 456 418 375 336 289 267 250 202 167 141  77 92 90 90 86 92 94 81 83 84 26 -6 境 
114 92 84 85 86 76 86 85 70 65 62  81 91 101 101 88 113 99 82 93 95 55  
D 
624 483 389 283 249 210 188 172 146 118 84  77 81 73 88 84 90 91 85 81 71 15 -11 中山 
145 95 84 67 67 63 57 57 54 47 39  66 88 80 100 94 90 100 95 87 83 30  
E 
8164 7000 6451 5472 4977 4492 4143 3924 3542 3154 2831  86 92 85 91 90 92 95 90 89 90 36   
旧
氷
川
村
 
小計 
1578 1566 1499 1487 1511 1461 1467 1495 1477 1438 1399  99 96 99 102 97 100 102 99 97 97 91   
344 315 262 239 199 172 142 115 111 106 90  92 83 91 83 86 83 81 97 95 85 27 -6 原 
77 76 74 75 69 57 48 42 44 44 40  99 97 101 92 83 84 88 105 100 91 55  
D 
211 192 149 131 118 94 89 82 77 66 54  91 78 88 90 80 95 92 94 86 82 27 -6 川野 
41 37 35 32 31 29 30 29 30 29 26  90 95 91 97 94 103 97 103 97 90 63  
D 
250 223 164 145 115 97 77 61 42 42 38  89 74 88 79 84 79 79 69 100 90 16 -13 留浦 
47 45 40 38 34 31 29 28 21 21 22  96 89 95 89 91 94 97 75 100 105 47  
E 
774 678 576 367 312 283 251 223 186 148 125  88 85 64 85 91 89 89 83 80 84 17 -10 峰谷 
136 138 116 99 90 91 92 95 89 79 70  101 84 85 91 101 101 103 94 89 89 53  
E 
1579 1408 1151 903 753 646 559 481 416 362 307  89 82 78 83 86 87 86 86 87 85 20   
旧
小
河
内
村
 
小計 
301 296 265 244 224 208 199 194 184 172 158  98 90 92 92 93 96 97 95 93 92 54   
14666 13353 12257 10918 10184 9513 8969 8447 7925 7096 6328  91 92 89 93 93 94 94 94 90 89 43   合計 
2816 2870 2800 2839 2864 2831 2927 2973 3080 3018 2932  102 98 101 101 99 103 102 104 98 97 104   
出典）奥多摩町住民基本台帳 各年 1 月 1 日現在 
注）長畑は常磐から分離した。集計値は、10 期の各変化率ｎ％のうち、5＜ｎ≦10、10＜ｎ、-20≦ｎ＜-10、ｎ＜-20 の期を、それぞれ+1、+2、-1、-2 に得点化して求めた。 
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図１ 奥多摩町の大字群における人口変化の諸タイプ 
A: 数度の世帯数の増加により 2010 年の人口が 1960 年の人口より増加したタイプ 
B: 数度の世帯数の増加により一時的に人口が増加した後、1960 年の 50～80’s％程度に減少したタイプ 
C: 世帯数が一時的に増加した後に減少し、人口があまり増加せず 1960 年の 30％台に減少したタイプ 
D: 世帯数が一時的に増加した後に減少し、人口が一貫して減少して 1960 年の 20％台に減少したタイプ  
E: 世帯数がほとんど増加しないまま人口が一貫して減少し、世帯数は 50％前後以下、人口は 10％台に
減少したタイプ 
 
 
員がかつては多数居住していたが、現在では生産量を大幅に削減し、従業員の宿舎はすでに廃
屋になっている。また後者の 2 大字はともに急峻な地形条件のため開発の余地に乏しいダム下
流部に位置する。中山の方がダムに近く、1957 年のダム建設頃まではダム関係者が居住してい
たが、その後の大量転出による影響が境よりも大きかったと推測される。これらの条件ととも
に、住民にとっては集落の位置によって通勤就業の条件が大きく異なるため、奥地から下流側
や中心部への村内での転居もみられる。 
上記の地元住民の生活条件の地域差とともに、奥多摩町の人口・世帯の増減を特徴づけるの
は、転入住民の影響である。ひとつは民間ディベロッパーや奥多摩町や第三セクターによる住
宅開発、もうひとつは好適な保養条件を生かした老人ホーム等の開設による。たとえば、川井
では 1995 年～2000 年頃に新規の住宅地グリーンヴィレッジ 20 戸の新規開発、梅沢や丹三郎で
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は民間ディベロッパー2 社と奥多摩町が主に出資して設立した第三セクター奥多摩総合開発株
式会社が分譲地造成、小丹波は古里駅に近くセブンイレブンも立地しマンション開発がなされ
ている（注 11）。他方、老人ホーム等については、1967 年 2 月海沢に特別養護老人ホーム寿楽荘、
1977 年 7 月常磐に特別養護老人ホーム琴清苑、1987 年 12 月白丸に特別養護老人ホームグリー
ンウッド奥多摩、1988 年 3 月海沢に知的障害者施設東京多摩学園、1995 年丹三郎に特別養護老
人ホームシルバーコート丹三郎がそれぞれ開設した。これらの開設は、表２における各大字で
の世帯数の増加と対応している。表２の世帯数が 40％以上増加した期 4 つはすべて老人ホーム
等の開設によるものである。これら以外で世帯数が 20％以上増加した期 6 つのうち 5 つは丹三
郎、梅沢、小丹波での民間ディベロッパーによる住宅開発によるものである（注 12）。上記のほか
にも、1982 年 3 月栃久保に町営住宅 20 棟、1983 年 10 月と 84 年 10 月日向（白丸の小字）に都
営住宅計 24 棟が建設されている（注 13）。このように、青梅市に近い古里地区の大字や JR 奥多摩
駅徒歩圏の海沢における人口や世帯の増加が、東京都民や老人ホーム入居希望の高齢者、通勤
条件を重視する奥多摩町民などのニーズを反映して 1960 年代以来生じている。 
上で検討した人口・世帯数の深刻な減少や増減の地域差は、東京大都市圏の周辺地域が居住
や通勤就業に関して経験してきた影響と総括できる。 
②地域振興事業 
これに対して、奥多摩町の地域資源を活用して都市（民）に商品やサービスを提供する観光
や農林水産業などの経済活動や、通勤就業ではなく奥多摩町で営まれる生活を対象に、過疎化
の地域変動のなかでどのような支援事業・地域振興対策が実施されてきたのかを次に検討する。 
これまでの奥多摩町における地域振興事業の概要を観光、観光以外の産業、生活の 3 つに分
けて表４にまとめた。観光関係の事業群では、1955 年の奥多摩町の誕生からまもなく観光協会
が設立され、釣場、川辺のキャンプ場、登山小屋が整備された。宿泊施設として国民宿舎が 2
軒建設・整備された。また、小河内ダムによる水没地区の振興を兼ねて、鶴の湯温泉を擁した
奥多摩湖畔での温泉祭や湖上祭が開催され、郷土資料館が設立された。（社）愛護会は、小河内
ダム水没地区の要望と小河内地区振興のための公益的な社団法人で、施設管理や湖一帯の清掃
などを町から受託して関係住民の就業機会を創出してきた。事業以外では、日原地区が鍾乳洞
観光を営んでおり、1978 年に新たな鍾乳洞が発見された。1970 年代までの観光事業は上のよう
なものであったが、1984 年に新たな段階を迎えた。1984 年から、｢ふれあい｣の語をキャッチフ
レーズに、都市農村交流による観光が積極的に進められた。森林浴の町を 1984 年に宣言し、多
くの巨樹･巨木資源を有することを生かして、森林浴（1990）や巨樹･巨木に関するシンポジウ
ムや講演会（1990、1995、2001）を実施した。都民の森（都事業、1993）の整備のほか、倉沢
のヒノキの銘木百選選出（1990）、川苔山周辺の水源の森百選選出（1995）、白丸の環境保全林 
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表４ 奥多摩町で実施されている観光関係、産業関係、生活関係の事業群 
番
号 
観光関連の事業名 開業年
開業時の 
運営主体 
現在の運営主体 事業地区 事業に関する留意事項 備考 
1 奥多摩観光協会設立 1956 町 町 町全域       
2 大丹波川国際釣場 1956 町､大丹波 大丹波釣場運営委員会 大丹波       
3 氷川セントラルロッジ 1957 町 総合  
川辺のｷｬﾝﾌﾟ場として順次数ヶ所整備:氷川､川井､海沢(ｱﾒﾘｶｷｬﾝﾌﾟ村)､大丹波(中茶屋､
百軒茶屋) 
指 
4 国民宿舎思源荘 1958 町  常磐 1980 年代閉館？      
5 奥多摩湖畔で温泉祭 1959 町､愛護会        
6 大沢国際鱒釣場 1959 町､大沢 会社  高齢化で地区が町に運営返却。公募で 4 月から変更     指 
7 雲取山奥多摩小屋完成 1959 町         
8 国民宿舎鳩の巣荘 1960 町 温泉組合 棚沢       
9 町営鳩の巣スケート場 1965 町   閉場？      
10 奥多摩湖湖上祭 1965 町         
11 奥多摩郷土資料館 1978 愛護会   1998 年水と緑のふれあい館に建て替えられ、閉館      
12 日原三つ又に新鍾乳洞発見 1978 日原 日原        
13 第一回奥多摩ふれあい広場フェスティバル 1984 町         
14 緑と水ふれあいのさと｢森林浴の町｣宣言 1984 町         
15 奥多摩町特産物加工体験施設 1986 町 アースガーデン 2008 年度から。ｱｰｽｶﾞｰﾃﾞﾝは住民が設立の組織     指 
16 ふれあいと彫刻｢創造の森｣ 1986 町 町        
17 第一回奥多摩ふれあいまつり 1986 町 町        
18 峰谷川渓流釣場 1987 町､小河内漁協 小河内漁協      指 
19 せせらぎの里美術館 1987 町 総合  松下起久雄墨彩むかし絵美術館。1993 年改称      
20 第一回奥多摩集中登山 1987          
21 奥多摩ビジターセンター 1988 都観光局 都観光局        
22 日原川渓流釣場 1988 日原 日原        
23 奥多摩駅舎にケヤキの大看板設置 1989          
24 山のふるさと村 1990 都 町  
1984 年着工､1990 第一次開業(湖畔公園)､1994 年全面開業(ｸﾗﾌﾄｾﾝﾀｰ完成)｡2006 年から
町管理 
指 
25 倉沢のヒノキ新日本銘木百選選出 1990          
26 奥多摩町グリーンイベント 1990 町 町  巨樹の里シンポジウム、森林浴ヘルシーウオークを実施  
27 鶴の湯温泉 30 年ぶりに復活 1991 町､愛護会 愛護会  旧鶴の湯温泉の権利を得て小河内地区で配湯      
28 奥多摩都民の森 1993 都 町  2006 年から町が管理     指 
29 奥多摩温泉、温泉として認定 1993 町 奥多摩温泉組合       
30 奥多摩町観光案内所改築 1993 町 町        
31 日原森林館 1994 町 日原  奥多摩町森林館     指 
32 ｢喜多郎｣コンサート 1994 町 町        
33 巨木を語ろう全国フォーラム 1995 町         
34 第一回カップカヌー競技大会 1995 町 町  1985 年､町カヌークラブ青梅市体育大会で金銀銅独占の歴史を有する  
35 川苔山周辺の森｢水源の森百選｣選出 1995          
36 白丸地内に環境保全林｢平成不伐の森｣指定 1995 町 町        
37 日原ふるさと美術館 1997 町 日原        
38 奥多摩駅｢関東の駅百選｣に選出 1997          
39 水と緑のふれあい館 1998 愛護会 愛護会  1999 年フェスティバル開催、2000 年来館者 50 万人､2002 年 100 万人達成  
40 もえぎの湯 1998 町 総合  2000 年､来館者 30 万人突破､もえぎ橋渡初め式開催      
41 そば打ち体験道場 1999 町 都民の森境管理運営委員会境       
42 JR 特別車両アルファ号運行 1999          
43 氷川国際釣場 2000 町､大氷川 氷川漁協        
44 名人･達人観光ガイドの会発足 2000 町 町        
45 快速｢川崎～奥多摩ハイキング号｣運行 2000          
46 巨樹講演会 2001 町   新世紀記念事業      
47 JR 青梅線展望型列車四季彩号運行 2001          
48 東京の水源・奥多摩の緑を語る会 2001 町         
49 入湯税の課税 2002 町 町        
50 白丸ダム魚道完成 2002          
51 やすら樹の宿ねねんぼう 2004 町 日原保勝会 交流宿泊体験施設     指 
52 奥多摩体験農園施設 2007 町 海沢  2010 年度、海沢地区(個人代表者)     指 
53 森林セラピー 2009
林野庁､厚生労
働省､町 
町 
町内の林
野全域
国が 2004年 3月研究会を､町は 2005年 8月勉強会を発足｡森林浴の遊歩道５ｺｰｽ(白丸､
長畑､大氷川､境･中山､川野)設定｡温泉･癒宿｡ｱｼｽﾀｰ(ｶﾞｲﾄﾞ)､問診･健康ﾁｪｯｸ､そば打ち･
陶芸体験など複合的ｴｺﾂｰﾘｽﾞﾑ 
 
54 日原鍾乳洞  日原 日原        
                  
  産業関連の事業名 事業年 当時運営 現運営 事業地区 事業に関する留意事項 農業 森林業 水産業 二三次   
1 奥多摩町椎茸栽培組合 1957 町    ○     
2 第一次林業構造改善事業 1966 町     ○    
3 全国わさび生産者大会(氷川農協) 1968 氷川農協    ○     
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4 奥多摩商業協同組合 1970 町       ○  
5 第二次林業構造改善事業 1975 町     ○    
6 東京都山村地域農林業振興事業 1975 都    ○ ○    
7 森林組合特定分収林の募集 1979 町     ○    
8 林業地域総合整備事業 1980 町     ○    
9 内水面総合振興対策事業 1981 町      ○   
10 農協特産物直売所(丹三郎) 1981 古里農協 JA 西東京古里支店 ○     
11 シルバー人材センター高齢者事業団 1981        ○  
12 古里・氷川農協合併し奥多摩農協 1982 農協    ○     
13 第三セクター奥多摩総合開発株式会社発足 1983    町 2/3､(株)奥多摩工業 1/5､銀行等 2/15 出資の事業会社   ○  
14 トンネル利用のしめじ栽培 1984     ○     
15 奥多摩農協と霞農協の合併 1995 農協   2004 年 JA 奥多摩支店を JA 古里支店に統合 ○     
16 ｢奥多摩やまめ｣のブランド発表 1998 町      ○   
17 川井グリーンヴィレッジ 2001 町､総合､奥新 町､総合､奥新 川井 宅地 28 区画の造成と地元材を用いた住宅の分譲  ○  ○  
18 森林再生事業 2002 都     ○    
19 奥多摩町地場産材活用奨励事業 2003      ○  ○  
                   
  生活関連の事業名･出来事 開始年 開業運営 現運営 事業地区 事業に関する留意事項 教医 ｲ施設 ﾀﾞﾑ 交通 ｻｰﾋﾞｽ､ｿﾌﾄ 
1 氷川中学校日原分校廃校 1957     ○     
2 小河内ダム貯水開始 1957       ○   
3 小河内小中学校開校 1957    2004 年閉校 ○     
4 小河内出張所庁舎完成 1958      ○    
5 国保直営氷川診療所を奥多摩病院に改称 1958 町 町 大氷川  ○     
6 新農村建設事業 1959      ○    
7 都立多摩高校奥多摩分校開校 1959    2001 年廃校 ○     
8 東京直通電車大菩薩号 1959        ○  
9 氷川小学校道所分校新築移転 1961    新築し、道所から中山沢に移転。1978 年廃校 ○     
10 氷川小学校日原分校が独立校となる 1961    1994 年廃校 ○     
11 白丸簡易水道 1962 町 町 白丸   ○    
12 多摩川第三発電所ダム 1962 都交通局 都交通局 白丸 2000 年白丸発電所運転開始   ○   
13 簡易湯便局 1963   日原   ○    
14 氷川保育園完成 1963    1999 年創立 50 周年記念式典 ○     
15 氷川～塩山間の定期バス 1966        ○  
16 丹波山村､小菅村と消防相互応援協定 1966         ○ 
17 じん芥処理場 1967 町 町 海沢   ○    
18 海沢簡易水道 1969 町 町 海沢   ○    
19 NHK の UHF 電波使用局 1970 NHK NHK    ○    
20 檜原村を結ぶ大沢入林道 1971      ○    
21 第一期山村振興事業 1972      ○    
22 福祉会館 1973    2004 年解体し､福祉センター建設に着工  ○    
23 秋川地区･檜原村と消防相互援助協定 1973         ○ 
24 小中沢水系簡易水道 1973 町 町    ○    
25 町民古里プール 1973 町 町    ○    
26 一人暮らし老人への友愛訪問 1973 町 町       ○ 
27 氷川登記所廃止 1973 法務省 法務省    ○    
28 町民氷川プール 1974 町 町    ○    
29 大丹波簡易水道 1974 町 町 大丹波   ○    
30 峰谷会館で巡回診療所 1976 町 町 峰谷  ○    ○ 
31 有線放送テレホンサービス 1976 町 町  2000 年テレホンサービス終了     ○ 
32 第二期山村振興事業 1978      ○    
33 古里歯科診療所 1978 町 町   ○     
34 日原トンネル開通 1980      ○  ○  
35 町営住宅 20 棟 1982 町 町 栃久保 低所得者層向け公営住宅  ○    
36 学生寮 1982 町 町 棚沢  ○     
37 第三期山村振興事業 1983      ○    
38 都営住宅 10 戸 1983 都 都 日向 2003 年町に移管  ○    
39 氷川コミュニティセンター 1984      ○    
40 都営住宅 14 戸 1984 都 都 日向 2003 年町に移管  ○    
41 学童保育クラブ 1987 町 町 氷川 1994 年氷川小学校校舎内に学童保育所完成 ○     
42 学童保育クラブ 1988 町 町 古里 1998 年古里小学校校舎内に学童保育所完成 ○     
43 奥多摩町クリーンセンター 1989    
1990 年に不燃物処理資源化施設(リサイクル施設)完成。
1998 年にストックヤード完成 
 ○    
44 町防災行政無線局 1990 町 町    ○    
45 スポーツコミュニティ会館 1990      ○    
46 移動図書館｢やまびこ号｣巡回 1991     ○    ○ 
47 氷川駐車場 1991    主に観光客用に整備    ○  
48 町政座談会 1992 町 町  21 自治会をまわって     ○ 
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49 第一回郷土芸能祭 1992         ○ 
50 奥多摩地域保健福祉計画の策定 1993 町 町   ○     
51 出産祝金条例 1993 町 町       ○ 
52 登計原山村広場運動公園 1993 町 町  1999 年ランニングロード整備  ○    
53 雑排水路直接浄化施設の完成 1993 町 町 小丹波､東  ○    
54 シルバーワークプラザ 1995 町 町    ○   ○ 
55 奥多摩文化会館 1995 町 町  2000 年多目的ホールと視聴覚室完成  ○    
56 過疎地域に指定される 1996    
過疎地域活性化計画策定､2000 年､2005 年過疎地域自立
促進計画策定 
     
57 身近なまちづくり｢地区担当制度｣の開始 1997 町 町       ○ 
58 高齢者在宅サービスセンター､訪問介護ステーション 1998 町 町   ○     
59 奥多摩湖周辺部公共下水道供用 1998 町 町 小河内   ○    
60 奥多摩町在宅介護支援センター 1999 町 町   ○     
61 防災行政無線開局 2000 町 町    ○    
62 古里保育園創立 50 周年記念式典 2000 町 町   ○     
63 東京消防庁奥多摩ヘリポート完成 2001 都 都      ○  
64 奥多摩病院訪問看護事業の開始 2002 町 町   ○     
65 西多摩地域の図書館で広域利用開始 2002     ○     
66 古里駅周辺整備事業 
2002～
03 
   
2003 年北口改札､駅舎､トイレ､小丹波コミュニティセン
ター 
   ○  
67 第一回干し柿作り体験教室 2002         ○ 
68 第五期山村振興事業開始 2003      ○    
69 町民ギャラリー氷川 2003 町 町    ○    
70 鹿による食害の深刻化 2004         ○ 
注）『OKUTAMA 2005 DATABOX』奥多摩町、『事務報告』奥多摩町および役場等での聞き取りにより作成。 
運営主体欄の都､町､日原､愛護会､総合､奥新は､東京都､奥多摩町､日原保勝会(自治会)､(社)奥多摩湖愛護会､奥多摩総合開発株式会社､森林組合出資建設会
社奥新ハウスを指す 
観光の備考欄の｢指｣は指定管理者､産業の｢二三次｣は第二三次産業､生活の｢教医｣は教育･保育･医療､｢ｲ施設｣はインフラ･施設整備を指す 
 
 
不伐の森指定（1995）、名人･達人観光ガイドの会（2000）発足などを経て、2009 年の森林セラ
ピー事業に結実した。本事業は林野庁補助事業で、森林浴の遊歩道 5 コースを整備し、温泉宿、
アシスターによるガイド、そば打ちや陶芸の体験と結びつけた多目的観光と森林の医学的効用
を問診･健康チェックにより確認するエコツーリズムである。また、80 年代から 90 年代前半に
は観光特産物加工体験施設（1986）、ビジターセンター（都の事業､1988）、山のふるさと村（都
の事業､1990）など観光施設の建設・運営が、町と都の連携のもとで増加した。小河内地区の鶴
の湯温泉とは別に、待望の奥多摩温泉が 1993 年新たに認定され、1998 年にもえぎの湯が開業
し、2002 年からは入湯税の課税も始まった。町が建設した諸施設は、当初町が直接運営管理し
ていたが、その後、奥多摩総合開発株式会社に委託され、2003 年の地方自治法の改正により指
定管理者制度に基づいて経営委託・管理委託が行われるようになった。また、整備された観光
施設のうち、森林館（1994）、ふるさと美術館（1997）、そば打ち体験道場（1999）、やすら樹の
宿ねねんぼう（2004）は、過疎化が深刻な日原や境の振興を意図して町が建設し、地元自治会
に施設管理を委託している。 
2000 年代の事業における観光施設は、1980～90 年代の施設と比較して、グリーンツーリズム
やエコツーリズムの傾向が強い。上述した森林セラピー事業のほかにも、白丸ダムの魚道整備、
奥多摩体験農園施設が該当する。森林セラピー事業と奥多摩体験農園施設事業について、地域
振興の観点からやや詳しく説明しよう。森林セラピー事業は林野庁・国土緑化推進機構・日本
― 20 ― 
ウェルネス協会で構成する実行委員会が 2004 年に開始した事業で、申請の後に、心身の癒し効
果の生理実験の結果、宿泊施設の整備状況、アクセス等の立地条件、将来構想等の審査が行わ
れ、それらに合格した箇所が認定される。2009 年 4 月段階、全国で 38 のセラピー基地が認定
されている。奥多摩町は全域を基地として 2007 年 1 月に申請し、2008 年 4 月に認定された。
町内に 5 遊歩道が設けられ、それらもセラピーロードとして認定されている。セラピーロード
は森林浴が目的であるから、道の周辺の森林が伐採により大幅に変更するのは困る。すでに
2005 年に東京都における市町村森林整備計画において、かなりの林野が資源の循環利用林（大
半が林業の人工林に相当）から水土保全林に切り替えられているが、一方で花粉症対策事業と
しての主伐・間伐事業も盛んに行われている。そこで、対象エリアに対して、森林整備協定を
結び、所有者は森林の主伐は行わず、整備は町が行い、対象エリアの固定資産税を免除するこ
とにした。その上で、セラピーロード 5 コースは次のように選定・整備された。奥多摩湖いこ
いの路（湖畔の道）は、東京都水道局所有の水源涵養保安林で、森林所有者との問題が発生す
る危険がない。香りの道（登計トレイル）は、JR 駅から 10 分の距離にあり、町有地として購
入して千葉大学園芸学部に研究委託した。森林セラピー専用ロードとして整備し、全長 1.3km
高低差 50ｍで車椅子用モノレールも設置した施設中心のロードである。奥多摩むかし道は、甲
州裏街道であり、道は町道、周辺の山は個人有や神社有であり伐採が一部行われることがあっ
ても歴史的な街道として心配がないと判断された。川苔谷･百尋ノ滝探勝路は、日本水源の森百
選に選ばれた渓流沿いの登山道で、周辺の林野は氷川保全会所有林、都の三者分収林、町有林
から成り、氷川保全会も地域のために利用する林野なので主伐の予定がない。鳩ノ巣渓谷遊歩
道は、もともと都の公園事業で吉野氷川線遊歩道として整備された登山道で、周辺の山も都交
通局所有地と個人有地から成り、主伐の心配がない。このように、自然保養の観光用に周辺林
野を管理運営できる箇所が 4 コースでは選定され、1 コースはアクセスを優先して個人の山を
購入して整備された。したがって事業の基盤を構成する道とその周囲の森林について、奥多摩
町は、地縁組織氷川保全会を除けば、一般の森林所有者が管理運営に関与しない方式を当初か
ら採用している。また、遊歩道と遊歩道から見える森林景観の造成については、千葉大学園芸
学部に協力を求めて進めている（注 14）。 
一方、事業の構成要素として、宿泊施設、アシスターガイド、そば打ちや陶芸や林業の体験、
ストレッチや呼吸法などの林内での実践、医学的効用の問診･健康チェックがあり、これらの観
光のホストとして町内の事業者や住民がかかわる潜在性が高い。まず、宿泊施設については、
奥多摩町役場がセラピー事業の認定基準をクリアした宿を「癒宿
ゆ や ど
」と名づけ、町内に 8 宿泊施
設を登録している。役場担当係と宿泊施設で事前に話し合い、宿泊者数の均等化を図っている。
認定 1 年目である 2009 年 6 月～2010 年 1 月に 1100 人がセラピーツアーに参加し、うち半数が
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宿泊した。宿泊によりパートの雇用機会が増加している。アシスターについては、町が実施し
た｢森林セラピーアシスター養成講習会｣を受講して検定試験に合格した 18 名が 2009 年度に指
定された。自然・郷土史・医療等の知識を備え、上級救急救命以上の資格をもつ。従来から組
織されていた奥多摩名人･達人観光ガイドのメンバーや東京都サポートレンジャーが主たる構
成員で、奥多摩町の住民は 1 名だけである。2010 年 1 月に第二期の募集が行われ、3 名の住民
が応募した。一期二期合わせて 30 名のアシスターを認定する予定である。町としては、奥多摩
町内に土建業等からの転職も含めて多数いる山林労務就業者がアシスターになることを期待し
ている。つまり、山林労務は主たる就業期間が 11 月～3 月なので、4 月以降に需要の多いガイ
ドの職と補完的で年間の就労日数が増加し、職が安定するからである。そば打ちや陶芸や林業
や釣りの体験については、山のふるさと村、奥多摩都民の森、巨樹ミュージアム森林館、特産
物加工体験施設（アースガーデン）やそば打ち体験道場、5 か所の釣場などの町内の既存施設
が活用されており、指定管理者制度のもとでの経営の側面的支援にもなっている。また、森林
セラピー推進協議会とは別に、5 つの専門部会（保健･医療部会、宿泊部会、ガイド･作業･体験
部会、地場産食材部会、ロード整備部会）を設置し、それぞれ医師･理学療法士･保健師等、宿
泊施設経営者･管理栄養士･観光関係者、運動療法の大学教員･文化財保護審議会委員･工芸やヨ
ガなどの専門家、農家･漁協･食堂経営者、園芸学や森林景観に関する大学教員･水道局･交通局･
環境局職員などで組織して、ツアープログラムのメニューや遊歩道の整備計画に取り組んでい
る。以上から明らかなように、1984 年の森林浴の町宣言が、2009 年に森林セラピー事業として
結実し、その複合的なエコツーリズムにこれまでの観光事業で整備された多くの施設がリンク
し、人的にも宿泊業者や各種事業者や農家や林業労働者や内水面漁業関係者が一翼を担う状況
が実現した。 
奥多摩体験農園施設事業は、奥多摩町の農家の減少や耕作放棄地の増加に対して、体験農園
施設を都市住民に提供して新たなまちづくりをめざす、交流型のグリーンツーリズム事業であ
る。町は原案を 1995 年に提起し、農林水産省特別事業｢新山村振興等農林漁業特別対策事業｣
として、2002 年に申請し、2003 年に認可され、2003～2006 年度の 4 年間計 2 億 1600 万円余の
国の補助を受けて施設は完成し、2007 年度から開設した。JR 奥多摩駅から 25 分の徒歩圏内に
ある海沢に施設はある。管理棟、花卉栽培施設（温室）、10 区画の簡易な宿泊施設ラウベを含
む滞在型農園、25 区画の日帰り型農園、摘み取り農園から成り、町有地と農家の遊休農地に整
備された。滞在型農園と日帰り型農園は特定農地貸付法によって農家から町が借地し、野菜･
果樹の摘み取り農園は農家の農地を農地法三条によって町が管理運営している。海沢住民の経
営耕地に隣接して立地するので、町は海沢の農民に管理委託する予定であったが、専門的知識
を持たない地元民が躊躇し、町も当初からの管理運営は困難と判断して全国公募に切り替え、
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応募者から管理者を決定した。管理者は開設の前年から町に転入し、空家を確保して海沢に移
り、地元民と一緒に施設管理と農園利用者との交流を行ってきた。海沢住民と農園利用者との
交流をスムーズに進めるため、滞在型農園部分が整備された 2006 年度、町は海沢の住民に体験
農園の手入れを依頼し、そば打ちや豆盆栽の講習会を受講してもらったほか、海沢の将来像を
絵にまとめてもらい、地域の今後に向けた目標の共有化に努めている。 
町は、農園利用者の応募に対しても、事前の現地確認と農業体験の有無や利用規定の遵守の
ほか、家族かグループでの利用、農園施設（管理棟）でのイベントへの参加、住民との融和お
よび隣接する 3 福祉施設との交流の可否を問い、良好な地元との交流の実現を重視した取り組
みを指向している。開設した 2007 年に月に 1 度の地元民と利用者等の交流・協力のイベントを
実施して軌道に乗せた。また、契約期間は農地法を踏まえ、単年度契約、最長 5 年までの更新
と定めている。管理者を公募し給与支給方式になり管理経費が増えた分をまかなうため、農園
利用料金が滞在型 60 万円/1 年、日帰り型 10000 円/1 年と、当初予定より高く設定されたが、
2007 年 4 月開園以来利用者が順調に応募し、毎年の応募では滞在型も日帰り型も全区画中 6～7
割は契約更新され、新規募集は 2～3 割の区画状況で推移している。開園後、管理者と町の担当
者は毎週話し合い、運営および交流の促進と問題点への対応を行っている。行政、地元民、利
用者の連携の要をなす管理者の役割が大きく、管理者を支援する地元住民らの人的仕組みの必
要性が示唆されるが、それこそが本事業のめざす地元民と利用者の交流による農園管理の実体
化により達成されていく。利用者や住民から伺った様子から、イベントや交流を通じて本事業
計画が目標実現に向かって前進していると判断される。 
次に、町内の産業振興事業に関して検討しよう。表４において、事業を農業・森林業・水産
業・第二三次産業に分類した。上記の観光振興事業 50 以上と比較して産業振興事業は全部で
19 事業にすぎず、内訳は 7 事業が農業、8 事業が森林業、5 事業が第二三次産業、2 事業が水産
業に関する内容である（注 15）。農業 7 事業は、きのこ・わさびなどの従来からの特産品に関する
3 事業、農協の合併に関する 2 事業、直売所設置 1 事業、都による農林業振興の 1 事業であり、
1984 年から 1995 年までの間に見るべき事業がない。林業 8 事業は、林業構造改善事業つまり
規模拡大による経営体の育成に関する国の 2 事業、停滞する造林や撫育･間伐を促して森林を整
備する 3 事業、環境面からの森林再生を目指す 1 事業（都の補助事業）、間伐材や主伐材の流通･
消費を刺激する 2 事業である。水産業は内水面漁業の振興にむけた 2 事業である。第二三次産
業振興の5事業のうち2事業で、公益機能を有する事業所を設立して雇用の拡大を図っている。
奥多摩総合開発株式会社は、町が 2/3、奥多摩工業が 1/5 出資する。奥多摩工業の出資は、石
灰鉱区閉山による事業縮小を補償する措置ともいえ、多額の出資を行い新規事業での雇用創出
を支援している。1983 年の設立以来、産業･観光両面における諸事業で着実に雇用を拡大し、
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現在 60 名の社員の雇用を確保している。また、2001 年からの川井グリーンヴィレッジ事業は、
町が町有地を通勤居住地として整備し、奥多摩町森林組合が出資した子会社奥森ハウス株式会
社が地元材で住宅を建設し、奥多摩総合開発が販売代理店として分譲する事業である。町有地
の開発ゆえこのような事業形態を採用したともいえるが、町や森林組合等の公的機関が関与し
なければ住宅開発ができない状況、つまり町内の木材業や工務店等の同業者群が組織体をつ
くって町有地の住宅開発を手がけうるほど経営活動が活発でないことが暗示される。元来サー
ビス事業体であった森林組合が事業体として前面に出て活動する状態は、日本各地で見うけら
れる。奥多摩町の場合、森林組合の合併を控え子会社方式を採用したと推測されるが、多くの
地域での林業の再編状況と共通した動向といえる（注 16）。 
以上、産業にかかわる振興事業を検討した。林業に関する 8 事業中の後ろ 3 事業は東京都に
よる環境保全・環境対策の森林再生補助事業に対応し、これによって林業は以前よりも活性化
している。すなわち、奥多摩町は 21160ha の森林を擁し、人工林と天然林がほぼ半分ずつであ
る。21160ha のうち 8000ha は東京都水道局が所有し、600ha を町民に貸し出して町民が借地林
業、200ha を水道局直営での人工林経営、1000ha で財団や個人等との分収契約が行われてきた。
このようななか、東京都は、花粉症対策事業として、主伐事業と間伐事業の両方により、2002
年度から森林再生の補助事業に取り組んでいる。奥多摩町は国立公園や水源林などのため多摩
川南岸のみ主伐が認められているので、現在 1 年に 10ha 程度の主伐による対策にとどまってい
るが、今後主伐可能な森林を拡大し、1 年に 100ha 実施して 3 万㎥の材積を伐出する予定であ
る。また、間伐についても 2002 年度から 2500～3000ha のエリアで森林再生間伐事業が実施さ
れてきた。都はこの事業に取り組む林業経営体と個別契約を結び、伐採費用を差し引いて収益
が出るように立木価格の見積もりを高めに設定して買い上げている。それゆえ、1 単位あたり
10ha 程度の事業が安定的に実施され、事業は順調に進展している。この事業の順調さとは裏腹
に、従来からの林業は、森林所有者の 9 割以上が 5ha 未満の所有者で構成されることもあって、
林業経営を志向する所有者はほとんどなく、林業に関心を示していない。固定資産税は微々た
る額なので、現在の状態が今後も推移すると思われる。急峻で林道造成単価が高く、かつ小規
模所有者が多いので林道に面積を奪われることを嫌うため、林道密度は非常に低く、日吉町森
林組合方式の提案型施業も、森林組合によるモデルケースを除けばほとんど受け入れられてい
ない。環境保全の観点からの森林整備が奥多摩町の育成林業を安定的･循環的に活性化するには、
多数の小規模森林所有者の林野を対象にして、長期の委託森林経営などが締結される必要があ
ろう。現在の条件下の森林があまり変化なく維持される場合、経済林として循環的に林業を行
う状況にはならないであろう。 
町内の生活関連の地域振興事業を検討しよう。生活関連事業を｢教育･医療｣｢インフラ･施設整
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備｣｢ダム｣｢交通｣｢その他サービスの供給｣に分けた。教育･医療では、旧村ごとに所在した学校
の統廃合が進む一方、高い保育園ニーズに対応した保育園の開設や学童保育の開始、移動図書
館や介護･訪問看護等に関する巡回サービスが重要な生活支援になっていることが確認できる。
インフラ･施設整備では、一般道や橋梁の整備は表への掲載を略した。水道の敷設、プールの整
備、コミュニティセンター･都営町営住宅の整備、ゴミ処理･下水処理施設･文化施設の整備がな
されてきた。降雨を貯水して生活用水に用いたり河川で泳ぐそれまでの生活の変化への対応、
集落を越える旧村などの広域を単位とした日常生活圏への対応、条件不利な集落や居住者に対
する住宅整備による対応、生活の近代化によるゴミ処理等への対応、都市的な文化を摂取する
ための条件の整備などが確認できる。交通条件では、一般道の整備のほか、塩山市や檜原村と
結ぶ交通の確保、通勤駅周辺整備、日原トンネル整備が進んだ。また、消防庁ヘリポートも緊
急時に対応した整備である。他方、氷川駐車場の整備は、近年の橋梁や道路の拡幅整備等と同
様観光の用途を兼ねた交通整備である。その他のサービスやソフト事業では、周辺町村との消
防の相互援助、1976 年から 2000 年までの町内有線放送電話サービス、医療の巡回診察・独居
老人宅への訪問、図書館の巡回や広域利用、文化行事･体験教室など、中山間地域での生活を支
えるさまざまな活動が行われてきた。さらに近年では、植林による木の実の減少や人々の生活
空間の縮小に伴う獣類の食害が深刻になり、猟友会への駆除依頼もなされている。以上の生活
関連事業では、都市に類する生活様式が奥多摩町で広まったのを受けた諸施策や高齢化や過疎
の進行に対応した施策が多く、現在の中山間地域の共通問題をあらわに示している。 
③奥多摩町における事業展開と事業所・施設立地からみた地域分化の動向 
上で 3 種類に分けて検討した地域振興事業は、人口希薄ながら持続可能な地域の形成に貢献
しているのであろうか。町内での生産活動･事業経営の推移や居住の動向を調べ、地域振興事業
群が地域実態に即した指向性をもつか否かを検討する。 
まず、第一次・第二三次産業関連の事業者数等の推移と、公的機関・公的施設および観光施
設の分布の推移を、1989 年と 1997 年の有線放送電話帳を用いて、表５に示した（注 17）。第一次
産業では、林業関係の事業者｢林業･素材･木材業｣｢建材･建具･木工所｣｢建築業･工務店･大工｣が
65 人から 48 人に減少し、地域の代表的な産業としての地位を低下させた。他方で町外から転
入居住する人々があるため、｢表具屋･畳店･板金｣事業者が 2 から 7 に増加した。農業では、直
売所での農産物販売が特に古里地区で賑わい、局地的偏在性が高まった。特用林産物の事業者
は大幅に減少して衰退している。建設・製造・光熱水道等の第二次産業の事業も全般的に衰退
傾向にあり、人口減少により基礎的需要そのものが低下している。第三次産業の生活関連商店、
飲食・喫茶店、民宿・旅館も住民による事業経営は大幅に減少している。観光産業では、第三
セクターなど公的部門が経営する観光施設への就業が増加し、就業形態の変化が著しい。この 
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表５ 奥多摩町における農林水産業関連業と第二三次産業の事業者の居住、および公的施設と観光関連施設の分布状況 1989 年･1997 年 
  川井 大丹波 梅沢 丹三郎 小丹波 棚沢 白丸 海沢 長畑 大氷川 栃久保 大沢 日原 南氷川 常磐 境 中山 原 峰谷 川野 留浦 合計 
役場･支所                1 1             1 1                                         2 2
農協･森林組合･漁協･商工    1 1     1 1 2 2              1    1   1  1 2 1 1 1 1     1 1 1 1   1     11 12
病院･診療所･福祉施設              1 2 2 1 2 2 1 3 3    3 3 1 2     1 1    2 2                        15 17
図書館･資料館･ﾌﾟｰﾙ等    1 1     1 1   3 1   1 2  1 1 1 2 2 1 1   1 1 2    1 2 1 1 1   1 1   1   1     13 21
保育園･幼稚園･学校 1 1             3 3 1 2      2 2 2 2        1    1        1   2 2             13 13
地区集会所･地区事務所 1 1 1 1 1 1 1 1 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2 2 2 1 1 2 3 1 3 3 2 1 1 30 32
寺･神社･宗教 2 2 1 1     1 1 3 4 1 1  1 1 1    1  3 2     1 1    2 2      1         2 3     18 20
郵便局･保険金融機関                1 1              1        1 1 4 4          1 2 1             8 9
警察･消防 2 2 1 1 1 1 1 1 3 2 2 2 1 1 2 1    4 5 2 2 2 1 2 2    1 1 2 2 1 1 4 4 1 1 1 2     33 32
交通･給食･浄水･ごみ施設        1                  1 1 1 1 2 3              2 1 1 1         1 1 2       11 8
国･都の施設            1       1 1      2 2 2 3 1 1        1 1 1 2  1 1   1 1     1       12 12
公
的
機
関
･公
的
施
設
 
小計 6 6 5 5 3 2 6 6 18 21 8 9 5 6 8 8 7 7 18 22 10 10 4 3 10 9 7 9 12 13 7 8 5 4 13 13 4 7 9 9 1 1 166 178
農業･農産物    1 3       1 1        1   1 1          1 1 2                             6 7
特用林産物    3 3                  1 1 1 2        1         1 2            4           12 7
林業･素材･木材業 3 3 1 1   1     1 2 1   1 1 2     1 1        4 2    2                1         16 12
建材･建具･木工所 1 1 6 3 2 2     4 2 2        3 1                  1                        18 10
建築業･工務店･大工 5 4 3 3 1 1 1   3 3 4 4    1 1    4 3 1 1 1 1 1     2 2 1 1         1   1 1     31 26
表具屋･畳店･板金                1 3 1 1       2     1        1 1                            2 7
水産業･養魚場      1         1          1 1    1     1 1           1 1                     5 4
農
林
漁
業
と
加
工
･施
工
業
 小計 9 8 14 14 3 4 1 1 11 10 8 5 1 3 5 3 6 4 6 4 1 2 3 2 6 3 3 1 5 5 2 2         5 1 1 1    90 73
光熱水道業 2 1 2 1     2 1 1 1 3 4         2 2           2 2        1 1     1 1         15 13
建設･土木･左官 1 1 2 1     1   3 3 7 8 2 2 3 3 1 2 6 7 5 3     1 2 1 1 3 1    1 1 2 1 5 4     2 2 47 42
石材･鉱業                1 1 1 1  1      2 1        1 1 1 1                            6 6
運送･縫製･製造･運輸整備 3 2   2 2 2 5 7 7 8 3 2 2 1   1 1 4 2 1 1     1  1 1 3 3 1 1                     34 31
二
次
 
小計 6 4 4 4 2 2 8 8 12 13 14 15 4 4 3 3 2 3 14 12 6 4     3 3 5 5 6 4 1 1 2 2 2 1 6 5     2 2 102 94
事務所･登記･会社(三次)                    1 1     1 2 1 1 2   1     1 1 3 1 2 2 1 1   2 2 1             13 14
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･美理容室･塾                2 4 1 1 1 1 2 1 1 2 5 4 2 2     1 1 2 2 1 1        1 1             19 20
雑貨･食品･商店･新聞店 7 4 9 5     1   12 7 3 2 2   3 1 1 1 14 12 7 7 2 1 6 2 23 22 7 5    3 1 1   5 3 2 2 1 1 109 76
飲食･喫茶店 2 2 3 3     1 1 4 4 9 6    2 3    9 7 2  1   3 5 2 2   1      1 3 1     1 1 3   45 37
民宿･旅館 2 1 2 3             6 3      1   2 2 2 2 2 1 5 6 5 4 2 2        5 5 2 1 10 9 1   47 39
観光施設･ｷｬﾝﾌﾟ場･釣場 1 1 6 3 1 1     1 1 3 5    1  1 1 3 5 1 1   2 3 4   1      1 2 3   1 1 2 1       25 32
社宅･寮･保養施設                13 2          2 2     1          1      1     1 1             16 8
三
次
･観
光
関
係
 
小計 12 8 20 14 1 1 2 1 32 18 23 18 3 1 8 6 8 7 34 32 14 14 5 4 19 19 35 33 12 11 1 3 5 7 13 10 8 6 14 12 5 1 274 226
合計 33 26 43 37 9 9 17 16 73 62 53 47 13 14 24 20 23 21 72 69 31 30 12 9 38 34 50 48 35 33 11 14 12 13 28 24 23 19 24 22 8 4 632 571
注）奥多摩町役場『有線放送電話番号簿』1889、1997 により作成。有線放送のテレホンサービス中止のため、1997 年版以後は作成されていない。左欄が 1989 年値。右欄が 1997 年値。 
― 26 ― 
ほか、ギャラリー、アトリエ、塾、おけいこ教室など、都市的な事業所が発生しており、地域
変化がうかがわれる。 
公的施設の分布では、役場の所在する氷川地区以外に、社会教育の出張所や施設（図書館･
プール･スポーツ会館）が、新たに古里地区にも設けられ、一部日原集落にも設けられ、大きく
数を増やした。他方、交通･給食･浄水･ごみ施設や都の施設が、小河内地区で減少した。また、
1997 年時点では存続しているが、2004 年に小河内小中学校が廃校になり、小河内地区での公的
施設の縮小が進行した。 
以上、人口・世帯の大字別の推移、行政による各種地域振興事業の実施、公的施設や観光施
設の整備と分布、奥多摩町住民の町内就業における業種・事業内容の推移についてみてきた。
合併 3 か村のうち、旧古里村地区は東京大都市圏の通勤圏として、最も安定した居住状況にあ
る。村外から転入し通勤就業する世帯のほか、数十年来老人ホーム施設が複数運営され、多く
の入居者により、各集落の世帯数は合併時よるもはるかに多い。また、農家比率が低い奥多摩
町にあって観光客向けの農産物直売所も営まれている。旧氷川村地区は、役場が所在する大氷
川集落やその 20～30 分徒歩圏内に所在する集落については、人口減少が旧古里村地区の集落よ
りも大きいものの、それらに準じる安定的な状況にある。氷川地区において対 1960 年比で最も
人口減少率の低い海沢集落は、老人ホーム施設の運営のほか、滞在・日帰り両タイプの体験型
農園施設の運営による都市民との交流事業が展開している。この例が端的に示すように、旧古
里村地区の集落および旧氷川村地区の役場近在の集落は、東京大都市圏の影響を受けつつ、一
定の住民が存続し、転入住民とともに地域の再生産を行っている地域である。また、転出世帯
は、屋敷地等を売却せず、所有し続けているといわれている。これに対して、氷川地区のそれ
以外の集落、すなわち北部の大沢・日原の 2 集落と奥多摩湖に近い境・中原の 2 集落は、それ
ほど利便性に恵まれておらず、人口流出がとまらない。日原では、工場の閉鎖以降、奥多摩町
が地域振興事業による施設整備を積極的に行った。従来から鍾乳洞や渓流釣などを有しており
多くの観光客を受け入れてきた実績をもち、さらに観光資源を備えたことになるが、人口流出
は依然深刻である。境でも町による観光施設整備が行われている。一方、旧小河内村地区は 4
集落すべてにおいて人口･世帯ともに大幅に減少している。小河内ダムの貯水が開始された
1957 年に小河内小中学校を開校し、1958 年に役場出張所庁舎が完成するなど地域振興が講じら
れた。また、奥多摩湖愛護会が組織され、郷土資料館の管理、ダム周辺の清掃管理など、水没
地近在の住民に対して就業機会を提供してきた。しかし、斜面地農業を営む峰谷をはじめとす
る集落は、農業の衰退と屋敷地･農地等を売却しての転出が著しく、観光関連の施設や業種を除
くと就業機会に乏しい。JR 駅からも遠いため、旧小河内村地区からは東京大都市圏への通勤も
困難である。聞き取りの範囲では、村内の通勤に便利な集落に仮住居を構えて平日と週末の居
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住地を分ける二箇所居住は特に行われていない。したがって、町域全域における集落維持は今
後困難になる状況にある。 
 
（２）奈良県吉野郡天川村・野迫川村 
①天川村の概観と人口・世帯数動向の地域差 
明治期以後の日本山村の人口変化において、外帯の育成林業地帯は、明治期以後戦前までは
もっとも人口が増加し、戦後の過疎化の到来とともにもっとも急激に人口が減少した地域であ
る。吉野林業地帯も例外ではない。ここでは、吉野林業地帯の周辺部を構成する、大正期以後
の育成林業拡大地の天川村と戦後の後発的拡大地の野迫川村を対象にして、今日の住民の居住
動向を検討する。両地域は、育成林業の不振が続くなか、ともに中核地帯と比較して林業への
比重を急速に弱めている。 
まず、今日までの地域の概観を要約しよう。天川村は、熊野川水系の源流地域に位置し、吉
野林業の中核地である川上村と水系を異にする。しかし、天川村の洞川地区は川上村に隣接し
ており、大正時代から育成林業が広まり始め、天川村の中央地区さらに西部地区に育成林業は
広まった。洞川は奥山部分の部落有林野を財産区に切り替えたが、他の大字では部落有林野と
して維持された。また、熊野川の源流地であるが、谷底部が開けており、平坦な農地や斜面畑
が広がるので、あまり林野を持たない集落もある。1980 年代までは多くの山林労務班が組織さ
れていた。大半の林野は村外の林業家が所有している。現在は、手入れを必要としない高齢級
の林分が多く、天川村森林組合の作業班を別にすれば、天川村内に山林労務班を組織している
のは 1 ないし 2 組に過ぎず、ほとんど林業は稼動していない状況である。洞川は吉野熊野修験
道の聖域大峰山（山上ヶ岳）の登拝集落で、多くの宗教施設と宿坊たる旅館が並ぶ。また、胃
腸薬陀羅尼助の製造販売でも知られている。洞川にも過疎化の波が押し寄せているが、それに
もかかわらず、今日でも、林業とともに駐車場や多くの観光施設も財産区による運営が行われ
ており、古くからの旅館を会員に持つ第一旅館組合や陀羅尼助の製造販売は経営できる住民が
固定されており新規の参入を許さない確固とした体制が維持されている。天川村中央地区のう
ち、役場が所在する沢谷集落から沢原にかけての一帯は天川村で最も平坦な地域で、村内での
転入世帯も多く、人口減少率が低い。特に 1997 年の新川合トンネル開通後、大幅な時間短縮に
より下市町、大淀町、さらに橿原市にアクセスできるようになった。北角から坪内にいたる中
央地区が最もその恩恵に浴している。坪内には著名な弁才天社があり、洞川以外の一大観光拠
点となっている。天川村西部地区のうち、西端の広瀬から塩谷にかけての 4 集落は、斜面畑の
間に家々が点在する斜面集落で、谷底部に主に居屋敷が所在する他の集落と異なり、廃村化が
深刻である。かつては斜面畑で麦と薬草のトウキの栽培がなされたが、現在では衰退し、庵住
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などより平坦な畑地で小規模な栽培が行
われている。塩野は比較的大規模な部落
有林野を有する大字であるが、立木一代
の地上権設定方式をとっているため、林
業不振以降何年間も主間伐がなされず一
切の収入がない。一方で、毎年、固定資
産税を大字（区）は支払うから、支出だ
けが続いている。 
林業に代わる産業として、歴史的に山
岳宗教を契機に展開してきた観光を村内
全域に整備する取り組みが役場によって
進められてきた。洞川、坪内、山西の 3
地点への温泉施設の整備がある。また、
熊野川源流域に位置しながら、比較的谷
底が開けて河原へのアクセスがいいので、
従来からの渓流釣りに加えて、オート
キャンプが 20 年前から導入され、現在約
15 箇所が営業している。奈良県のオート
キャンプ場の 1/3 余が天川村に所在する。
村営・区営・個人経営があるが、実態は
すべて個人経営であり、経営者の世帯員
以外の雇用を提供する機能は小さい。 
以上の地域差を伴う人口・世帯数の推
移は、表６のとおりである。人口・世帯
数ともに沢谷、北小原、坪内の 3 集落を
除けば 1955 年以来ほぼ単純減少傾向を
示しており、奥多摩町と異なり、村外か
らの転入の影響はほとんどない。人口・
世帯が維持される地域と廃村化が進行す
る地域の地域差が顕在化している状況は
奥多摩町と同じである。 
表６ 奈良県吉野郡天川村における大字別人口・ 
世帯数の推移 
大字 1955 1980 2005 1980/1955 2005/1980 2005/1955
164 15 3 9.1 20.0 1.8
塩谷 
32 6 2 18.8 33.3 6.3
360 112 43 31.1 38.4 11.9
塩野 
72 43 24 59.7 55.8 33.3
39 3 0 7.7 0.0 0.0
滝尾 
11 1 0 9.1 0.0 0.0
172 47 20 27.3 42.6 11.6
広瀬 
33 20 10 60.6 50.0 30.3
123 58 37 47.2 63.8 30.1
山西 
24 19 15 79.2 78.9 62.5
114 40 29 35.1 72.5 25.4
篭山 
26 13 13 50.0 100.0 50.0
123 70 62 56.9 88.6 50.4
庵住 
22 23 19 104.5 82.6 86.4
248 128 71 51.6 55.5 28.6
和田 
52 37 31 71.2 83.8 59.6
352 210 95 59.7 45.2 27.0
栃尾 
76 73 43 96.1 58.9 56.6
158 77 35 48.7 45.5 22.2
九尾 
37 31 21 83.8 67.7 56.8
319 269 162 84.3 60.2 50.8
坪内 
64 83 79 129.7 95.2 123.4
364 199 98 54.7 49.2 26.9
南日裏 
70 60 43 85.7 71.7 61.4
78 45 25 57.7 55.6 32.1
五色 
18 19 12 105.6 63.2 66.7
130 103 63 79.2 61.2 48.5
沢原 
26 28 22 107.7 78.6 84.6
16 27 19 168.8 70.4 118.8
北小原 
4 7 7 175.0 100.0 175.0
271 176 112 64.9 63.6 41.3
中谷 
61 51 45 83.6 88.2 73.8
149 119 54 79.9 45.4 36.2
沖金 
29 37 26 127.6 70.3 89.7
387 211 82 54.5 38.9 21.2
川合 
84 85 37 101.2 43.5 44.0
39 32 21 82.1 65.6 53.8
沢谷 
9 10 16 111.1 160.0 177.8
39 16 3 41.0 18.8 7.7
南角 
10 6 3 60.0 50.0 30.0
133 76 38 57.1 50.0 28.6
中越 
30 28 18 93.3 64.3 60.0
83 37 18 44.6 48.6 21.7
北角 
21 13 8 61.9 61.5 38.1
1782 1137 710 63.8 62.4 39.8
洞川 
376 344 283 91.5 82.3 75.3
5643 3207 1800 56.8 56.1 31.9
合計 
1187 1037 777 87.4 74.9 65.5
3861 2070 1090 53.6 52.7 28.2洞川以外 
の大字計 811 693 494 85.5 71.3 60.9
注）国勢調査値。ただし 1980 年以前は天川村役場作成
資料による 
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②天川村における住民の生活様式の変化 
洞川を除く天川村の集落群の平均的な動向を示す 1 集落を例に取り、1981 年と 2009 年での
住民構成の変化を検討し、現在における住民の生活行動の特色を明らかにしよう。表７が 1981
年当時、表８が 2009 年当時をさす。1981 年当時の 66 軒の履歴については、1890 年以前からの
住民が 28 軒、1890 年～戦前入区の住民が 16 軒、戦後入区の住民が 22 軒で、村内および吉野
郡内から転入する住民がかなりあった。また、分家もみられた。1890 年当時の 28 軒の職業は
十分明らかにはできなかったが、農業が最も多く、次いで炭焼きや山仕事であった。これに対
して、1981 年当時の 66 軒の世帯主と世帯員計 92 人の職業構成は、山林労務 18、銘木･材木業
14、銘木･材木業勤務 5 など林業関係 44、土建業 3、土建勤務 8 など土建関係 11、農業 4、炭焼
き 2、鍛冶屋 1、僧侶 2、役所･郵便局･森林組合･関西電力･教員･給食婦等の公務 9、板金･左官
2、商店 4、民宿 2、交通 2、隠居等無職 4、不明･その他 9 である（注 18）。一人が複数の職業につ
いたり、世帯員が異なる職業につくことが多いのが一般農村と異なる山村の特色であり、この
集落でも多くの職で構成される山村の特色を確認できる。その上で、1981 年当時、林業関係と
土建関係の就業が全体の 57％を占め、農業はすでに主たる職業ではなくなっている。役所をは
じめとした公務が全体の 1 割を占め、日常生活を支える鍛冶屋、板金･左官、商店、僧侶が同じ
く全体の 1 割を占める。隠居、不明･その他が 14％を占めるので、ほぼ上記の職業で構成され
ていたことがわかる。 
また、森林所有面積の上位 2 世帯は林業、製材･建設業を営み、彼らに次ぐ森林所有世帯群の
うちの 1890 年以前からの住民のなかに、村外の林業家の山守を務める家がみられる。上位 2
世帯は村外の林業家と競合関係にあり、林業を自営するほどまでは林野を所有しない層が吉野
林業の拡大過程に山守としての契約関係を結んだことがわかる。1981 年当時、すでに過疎化が
進行し始めており、道路等インフラ整備の就業機会が増加していたのに対応して、建設業と土
建勤務の拡大が生じていた。66 世帯中子供が離村した世帯は 14 世帯で、一部に隠居世帯も出
現して成人世帯員の村外流出が顕在化していたが、村内における林業関係の就業機会がまだ豊
富であった当時の状況が、就業関係から読み取れる。 
これに対して、2009 年当時、1981 年段階からの 37 世帯と新たに入区した 2 世帯の計 39 世帯
が在住している。まず、区有山 60 余 ha に対する権利と在村･離村との関係について、および
1981 年当時の所有森林面積の大小と在村･離村との関係について検討すると、それぞれ表９、
表 10 となり、区有林に対する権利は在村･離村の規定要因にはなっていないこと、所有森林面
積の大小と在村･離村との間に大きな相関関係があり、5ha 以上の所有世帯はすべて在村してい
ることが明らかになった。2009 年当時の 39 軒の世帯主と世帯員計 47 人の職業構成は、無職が
約 1/3 の 16、老人ホーム等の施設入居や病院入院を合わせると 19 人と約 40％になる。次いで、 
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表７ 奈良県吉野郡天川村の一大字 Aの住民一覧 1981 年現在 
番
号 
世帯主 職業 世帯員と職業等 親の職業  
区有山 
権利 
  注１)
森林所
有面積
ha 
1890 年世帯主と職業 
または入村年 
備考 
1 A T 関電勤務 妻 9 で銘木勤務 子？ 鉱夫 1 1.41 昭和初期入区   
2 I H 左官 妻 子 ？ ？ 5 0.71 1958 年入区   
3 I T 33 の山労 妻 子 ？ ？ 5 0 1952 年野迫川から入区   
4 I H 郵便局勤務 妻 子 ？ ？ 1 0 1890 年以降入区   
5 I S 役場･僧侶 妻 子 寺 ？ 7 0 ？   
6 U E 林業･山労 妻 子 山守 1 7.45 U K ？   
7 U T 隠居 妻 子 ？ ？ 4 1.33 1947 年入区 1959 年分収→K Y･I T、1981 年分収→S K に売却 
8 O E 教員･民宿 母 娘(結婚で離村) 農家･民宿 1 4.88 O C 農業(米･養蚕)   
9 O Y 銘木業 妻 子 銘木業 ？ 1 5.50 O S 農業   
10 O S 28 に勤務 妻 子 ？ 山労 1 2.83 1890 年以降入区 親･本人とも出材架線の出稼ぎ 
11 O N 隠居 妻 ？ 3-1 1.06 O ? 職業? 隠居前は山労､その前は大阪でタクシー運転手 
12 K C 隠居 妻 ？ 3-1 0 1890 年以降入区 隠居前は大工 
13 K I 林業銘木山労 妻 農業 1 3.82 K G または K O   
14 K Z 役場 妻 子 ？ ？ 1 0 K Y ?   
15 K T 死亡 妻 子 ？ ？ 3-1 2.10 K Y ? 死亡前は山労 
16 K O 牛乳配達 妻 33 の山労 子？ ？ 2 1.65 1890 年以降入村 牛乳配達の前は山労 
17 K S 33 の山労 妻 子 ？ ？ 7 0 1975 年入区   
18 K S 土建請負･庭園業 妻 ？ 5 0 1957 年入区 17 の兄 
19 K T 山労 妻 子 41 に勤務･新聞取次店 ？ 4 0 1947 年入区 1981 分分収→I A に売却 
20 S K 銘木業 妻 子 農業 農業 1 15.82 S K または S T 天川村内最大級の農家。母(3a)死亡 
21 S S 土建会社 S組 妻 子 S 組勤務 土建会社 S組 6 0 1968 年入区   
22 S H 内職 妻 子 土建勤務 山労 1 1.26 S Y ?   
23 T Y 雑貨 妻 子 雑貨 ？ 4 0 1944 年入区 雑貨業で入区 
24 T T 山労 妻 子 ？ ？ 4 0 1943 年入区 1959 年分収→I T、1981 年分収→T I に売却 
25 T T 山労 妻 給食婦 子 ？ 1 0.51 T M ? 川上村に出稼ぎ。1959 分、1981 分ともに分収 
26 T C 民宿 なし ？ 7 0 1984 年入区 子供がいない 
27 T M 林業･銘木･山労 妻 子奈良交通 子銘木 ？ 1 11.80 T M 農業 大塔村から T M 村会議員。K S の山守 
28 T I 林業･銘木業 妻 子 嫁  ？ 1 183.53 T U または T S 関西電力配線補償費 600万円/年 
29 T K 山労･日用雑貨 妻 子 ？ 1 2.34 T U または T S   
30 T A 木工･タクシー 妻 子  ？ 1 0 1890 年以降入区   
31 N T ？     -     一時入居 
32 N F 材木業･山労 妻 食料品店 ？ 1 4.99 N H   
33 N S 材木業･銘木業 妻 子 ？ 1 0 N S 山労 T J ､T R の山守 
34 N S 炭焼き 妻 子 炭焼き 1 0.30 N K 炭焼き 炭は下市に出荷 
35 N N 炭焼き 妻 子 炭焼き ？ 0   炭は下市に出荷 
36 N K 45 の山労 妻 子 山労 5 0 1954 年入区 父は坪内。坪内から入区 
37 N T 山労 妻(28 に勤務) 子 山労 5 0.51 1953 年入区 父は坪内。坪内から入区 
38 N M 土木勤務 妻 子 山労 2 0 入区(入区年不明) 父は坪内。坪内から入区 
39 H H 鮮魚酒食料品店 妻 子 ？ 6 12.09 1966 年入区 篭山から入区 
40 H E ブリキ板金 妻 子 ？ 4 0.88 1946 年入区 四国からの入村者 
41 F K 製材、建設業 妻 子 建設業 ？ 1 27.53 F C 村長 
42 F T 33 の山労 妻 子 ？ 4 0.20 1951 年入区   
43 H M 銘木･山労･農業 妻 子 ？ 1 7.34 1890 年以降入区   
44 H H 関電勤務 妻(9 の山労) 子   1 6.10 H H または H N   
45 M K 銘木業銘木店 妻 子 林業･樽丸 1 21.69 ？ T J の山守(2 代目)。 
46 M T 銘木業 妻 子 45 銘木業 7 0 ？ 1976 年かまど分け 
47 M K 銘木業 父 M T 妻 子 林業･樽丸 1 2.50 ？ H H の山守 
48 M T 41 勤務 母 妻 子 ？ 1 0 ？ 41 勤務以前は山労 
49 M K 農業 妻 子 ？ 1 1.53 M T? M T は宇智郡阪合部村から入村か？ 
50 M S 和田の林業家の山労 妻 子 ？ 1 0.03 M T? 49 の弟。山労の前は郵便局員 
51 Y T 41 勤務 妻 子 ？ 1 0.06 Y Y 41 勤務以前は人夫 
52 Y T ？ ？ ？ 坪内在住 7 0 1974 年入区 坪内から入区 
53 Y K 隠居 子 ？ 1 0 Y S 隠居前は日雇い(山労や畑仕事) 
54 Y F 銘木業 妻 子 山労 1 1.50 Y S 山労だったが 1970 年代後半に銘木業開始 
55 Y M 内職 子 54 に勤務 ？ 4 0 1950 年父が入区   
56 Y S 郵便局勤務 妻 子 ？ 1 3.01 Y S 郵便局勤務のほか銘木業を少ししている 
57 Y R 曽彌村に出稼ぎ 妻 子 ？ 1 0 Y S 山労として出稼ぎ 
58 Y K 隠居 妻 子 Y T 森組勤務 ？ ？ 0.26 Y M(下市) 隠居前は郵便局公務員 
59 Y S ？             
60 Y S ？             
  Y R 死亡     3a 0 Y S 農業 
  O F 死亡     1 0 O ? 夫(山労)死亡 
  K H 離村死亡     1 0 K H   
  T O 死亡     3a 0 T M または T K(大塔村) 鍛冶屋だった 
  O M 死亡     4 0.35 1948 年三重県から入区 山労として入区し、その後 41 に勤務 
  H S 東京に離村     7 0 N S 1976 年かまど分け。33の姉 
注 1）１．100%（すべての権利と義務を負う） ２．65%（旧共有山の権利なし） ３．高齢化等による夫役免除（毎年１％減率）3-1,3-2 
４．55%（25 年以上夫役出役） ５．15%（15～25 年夫役） ６．5%（5～15 年夫役） ７．無（5 年未満の夫役） 
注 2）区有山については区所蔵資料、森林面積は森林組合資料等、他は法務局土地台帳および聞き取りによる 
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表８ 奈良県吉野郡天川村の一大字 Aの住民一覧 2009 年現在 
番
号 
1981
年の
番号 
1981
年時
の世
帯主 
2009 年現在の世帯動向･世帯構成 2009 年現在の世帯員の職業 
就
業
世
帯 
子が
同居
又は
村内
就業
元来
の区
有山
権利
1981 年
森林所
有 ha
山
守
離村世帯の現住所･職業 
離村した子･孫夫婦住所 
備考(離村後の屋敷農地林野の 
現状など) 
  1 A T 世帯主死亡後に離村       1 1.41  枚方 屋敷を 7 O E が購入 
1 2 I H I H  子 I A 夫婦 孫 I A 五條市役所 ○ ○ 5 0.71      
2 3 I T 夫婦在住 子は離村 無職(隠居)    5 0  子 ？   
3 4 I H 妻 I K 子は離村 無職(隠居)    1 0  子 ？   
4     I N  ？    7 ?    和田から入区 
5 5 I S I S 子は離村 僧侶 ○  7 0  子 ？   
6 6 U E 妻 U N 子は離村 無職(隠居)    1 7.45 ○ 子 ？   
  7 U T 世帯主死亡後に離村       4 1.33  ？   
7 8 O E O E  民宿 ○ (○) 1 4.88  2010 年娘夫婦帰村･民宿 1981 年当時 1の屋敷地を購入 
8 9 O Y 妻 O Y 子は離村 天川村診療所勤務 ○  1 5.50  子 ？   
9 10 O S O S 老人ホーム 子は離村 無職    1 2.83  子 ？   
  11 O N 夫婦死亡 絶家      3-1 1.06      
  12 K C 夫婦死亡 絶家      3-1 0      
10 13 K I 夫婦在住 無職(隠居)    1 3.82      
  14 K Z 世帯主死亡後に離村      1 0  ？ 屋敷跡を 21･22 が購入し工場建設 
  15 K T 世帯主死亡後に離村      3-1 2.10  ？   
11 16 K O 夫婦死亡 子 K S 夫婦 K S 土建勤務 妻看護婦 ○ ○ 2 1.65      
12 17 K S 夫婦在住 K S 土建勤務 妻役場 ○  7 0      
13 18 K S K S 施設入院 妻自宅 無職    5 0      
  19 K T 夫婦死亡 子 K M 夫婦出区  山西で食堂を経営    4 0  山西在住   
14 20 S K 夫婦死亡 子 S K 夫婦 孫 S M 子夫婦と孫でオートキャンプ経営 ○ ○ 1 15.82      
15 21 S S 妻 S F 子 S T 夫婦 妻と子で土建業経営 ○ ○ 6 0      
16 22 S H 夫婦死亡 子 S A 夫婦 土建勤務 ○  1 1.26      
17 23 T Y 夫婦死亡 子 T Y 夫婦 孫離村 無職(隠居)    4 0  孫 ？    
  24 T T 夫婦死亡 子は離村      4 0  子 大阪   
18 25 T T 妻 T T 子は離村 無職(隠居)    1 0.51  子 ？   
19 26 T C T C 無職(隠居)    7 0      
20     T T 無職(隠居)    7 ?  子 大阪   
21 27 T M T M 長男 T K 夫婦 孫 K T 奈良交通 妻散髪屋  ○ ○ 1 11.80 ○   T K 村会議員 
22 (27) T T T M の三男 T T 夫婦 孫  銘木業 ○ ○ 6 ? ○   1981 年当時 14･30･33 の屋敷地を購入 
23 28 T I T I 施設入院 子 T M 夫婦 孫 林業･山労 ○ ○ 1 183.53      
24 29 T K T K 無職(隠居)    1 2.34      
  30 T A 世帯主死亡後に離村      1 0  ？ 屋敷地を 22 が購入 
  31 N T 離村      7 0  ？   
25 32 N F N F 妻死亡 無職(隠居)    1 4.99      
  33 N S 離村      1 0  ？ 屋敷地を 22 が購入 
26 34 N S 妻 N T 子は離村 無職    1 0.30  子 大阪   
27 35 N N 夫婦死亡 子 N T 夫婦 孫は離村 無職    ? 0  孫 奈良・京都   
28 36 N K N K 子は離村 無職    5 0  子 ？   
  37 N T 夫婦死亡 子は離村      5 0.51  ？ 家屋(屋敷跡)なし 
  38 N M 夫婦死亡       2 0  子 橿原   
29 39 H H 夫婦死亡 子 H K 夫婦 商店、キャンプ場 ○ ○ 6 12.09      
  40 H E 夫婦死亡 子は離村      4 0.88  ？ 家屋は妹に 
30 41 F K 夫婦死亡 長男 F K 夫婦 総合建設業 ○ ○ 1 27.53      
31 42 F T 夫婦在住 子は離村 無職    4 0.20  子 ？   
32 43 H M 夫婦在住 子 H H は半離村 H M 山労 子役場 ○ (○) 1 7.34  子 橿原居住｡天川村役場に勤務   
33 44 H H 死亡 妻 H T 子は離村 無職(隠居)    1 6.10  子 橿原   
34 45 M K 入院 子 35 は半離村  無職    1 21.69 ○     
35 46 M T 離村 妻は在住 子離村 百姓+義父 34M K の看病 ○ (○) 7 0  徳造･子 橿原   
36 47 M K 夫婦死亡 長男離村･末子在住 クロネコヤマト ○ ○ 1 2.50 ○ 長男 ？   
  48 M T 離村      1 0  大阪   
  49 M K 世帯主死亡後に離村      1 1.53  妻･子 大阪、子 橿原   
  50 M S 離村      1 0.03  大阪   
37 51 Y T 夫婦在住 子は離村 農業 ○  1 0.06  子 大阪   
  52 Y T 離村      7 0  ？   
  53 Y K 死亡 子は離村      1 0  子 ？   
38 54 Y F 夫婦在住  子は離村 農業 ○  1 1.50  子 ？   
  55 Y M 死亡 子は離村      4 0  子 三重 家はそのまま 
39 56 Y Y 夫婦在住 子は離村 山労 ○  1 3.01  子 九州・京都 2009 年現在、区長 
  57 Y R 夫婦死亡 子は離村      1 0  子 大淀   
  58 Y K 夫婦子 Y T 死亡後に離村  ？    ? 0.26  大阪   
注）表７と同様の資料及び聞き取り調査による。 
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表９ 区有山権利と在村･離村世帯の関係 
権利 1 2 3 4 5 6 7 
在村 23 1 0 2 4 2 7 
離村 9 1 3 5 1 0 3 
権利の 1～7 は表 7 の注 1)の１～7 に対応 
区有山権利に関しては区規約資料による 
 
表 10 所有森林面積と在村･離村世帯との関係 
森林
面積
不明
0～ 
1ha 
1～ 
5ha 
5～ 
10ha
10～
20ha
20ha
～ 
在村 0 17 11 4 3 3 
離村 2 23 5 0 0 0 
所有森林面積に関しては森林組合資料による 
 
山林労務 3 など林業関係 5、土建業 2、土建勤務 4 など土建関係 6、農業 2、僧侶 1、役所･診療
所･看護婦等の公務 5、散髪店 1、商店 1、民宿 1、オートキャンプ 1、交通 2、不明 1 である。
林業と土建関係の就業が 11 人（23％）、公務が 5 人（11％）を占めるのに対して、日常生活を
支える散髪店、商店、僧侶が 3 人（6％）と低下し、民宿･オートキャンプ場などの観光関係が
4 人（9％）に増加している。 
表８により、所有森林面積や山守であることと職業との間の関係を検討すると、今日では、
世帯主やその子供が恒常的な就業機会を得ている世帯が所有森林面積の多い層に限定される傾
向が強いが、山守であるか否かは村内就業状況とあまり関係しない。現在の住民世帯のなかで、
子供世帯が同居または同区内に居住して就業している場合、および子供世帯が天川村で就業し
ている場合は、13 軒である（注 19）。所有森林面積は子供世帯が大字 A に居住するのにとっても
重要な要因となっている。大字 A の例に即して、職業構成や居住動向に関連して重要と思われ
る点を、以下に列挙しておきたい。 
・天川村の東西幹線道路である県道 53 号線の整備は、天川村の川合～塩谷間の集落再編に大
きな影響を与えている。国道 309 号線新川合トンネルの整備により橿原市方面へのアクセ
スは高まったが、県道 53 号線の拡幅により、川合周辺だけでなくより広い地域がその恩恵
を受けることができるようになった。また、観光客の交通の便も向上した。拡幅以前は対
向車と出会うと道幅の広い箇所で停止してすれちがったが、停止することなく対向車と交
差する自動車交通が可能になった。この拡幅工事は、道路沿いのそれぞれの集落で熊野川
（天の川）沿いの宅地の立ち退きと山側への移転を伴いながら行われた。表８から、4 離
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村世帯の屋敷を 2 在住世帯が購入して屋敷の建て直しや工場建設を行ったことがわかるが、
道路工事を契機としてそれぞれの世帯が実施したものである。県道 53 号線整備に伴う集落
再編の中で、今後の継続的居住にむけて世帯としての対応をした家を、この例同様、それ
ぞれの集落において確認できる。 
・表８の世帯 1､7､32､34･35 は子が同居又は村内就業する世帯に属する事例であるが、従来と
比べて家族の多様な居住動向がみられる。1 では世帯主は隠居し、世帯主の子が五條市役
所に通勤している。7 では民宿を営む母のもとに娘夫婦が戻ってきてあとを継ぐ。32 では
世帯主の子供は橿原市に居住して天川村役場に通勤している。34･35 では子供は橿原市で
会社に勤め、その妻が大字 A で義父と同居して世話をしている。いずれも大字 A に居住す
る親の世話をしながら第三次産業に従事している。このような居住を可能にする観点から
道路整備は重要であるが、さらに今後もこの居住形態が選択されるには、子供の就学や各
種の生活条件に関して都市部との格差が黙認できる程度の水準が天川村に備わることが必
要であろう。 
・住民を広範に雇用して林業経営や山林労務就業に特化した状況が今後出現することは想定
しにくい。現在は、吉野林業地帯の縮小により、林業事業体の自家・自社労働力および森
林組合労務班等の請負労働力により、一部の住民が関与する限定的な産業として天川村の
林業は展開している。土建業と土建勤務も、道路整備が進展した今日では、限定的な産業
として今後維持される。観光は天川村の重要な産業として今後も相対的比重を増して存在
し続けるが、オートキャンプ場の経営での雇用実態が示すように、それほど多くの雇用機
会を新規に創出することはない。このように、限られた雇用機会を獲得･確立した現在の数
分の一の世帯が、多くの場合森林所有による家産を蓄積しつつ、今後の天川村の住民を構
成すると思われる。 
③野迫川村における状況 
奈良県吉野郡野迫川村は、急速な人口減少と高齢化により、行政村の存立自体が危機的状況
にある。表 11にみるように、人口は、最大時の 22％、1960 年当時の 1/4 に減少している。戦
後、1955年から1960年にかけての時期と1985年の2時期に人口に占める男の比率が高いのは、
鉱山や育成林業の進展に伴う男子労働力の流入による。しかし、1985 年以降、人口減少と高齢
化が進行し、自然減状況が続いている。村内、特に北部の野川地区の 5 大字の集落群では住民
を対象にした日用品の商店は成り立たないので、和歌山方面からトラックの移動商店が食品を
積んで週 2 度集落を巡回販売している。役場近くに、行政の支援で喫茶店が開業したが、施設
使用料をほぼ無償にして指定管理者制度で募集しても運営応募者がない状態が続いている。役
場が所在する大字北股においても離村世帯がある。北股の民宿経営者によると、離村者の耕地 
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表 11 奈良県吉野郡野迫川村の人口の推移 
年 
人口 
    人 
男 
  人
女 
  人
15 歳 
未満 
 ％ 
15～ 
64 歳 
 ％ 
65 歳 
以上 
 ％ 
1950 2726 1392 1334     
1955 3359 1929 1430     
1960 2880 1584 1296     
1965 1982 1043 939     
1970 1405 710 695     
1975 1285 665 620     
1980 1121 573 548 13.0 67.7 19.3  
1985 1213 732 481 7.8 76.0 16.2  
1990 926 475 451 11.4 66.6 21.9  
1995 875 442 433 11.5 60.2 28.2  
2000 783 408 375 10.1 54.5 35.4  
2005 743 384 359 7.9 52.4 39.7  
『国勢調査』値 
 
を 1 区画 50 坪以上に分け、関西大都市圏からの避暑客らに宅地区画として斡旋し、10 余りの
区画が売却された。土台・水周りの整備の後、村内の大工に発注して約 10 棟が建ち、週末滞在
が行われる状況になっている。セカンドホームを楽しむこれらの都市民と村民との交流はなく、
斡旋を行った民宿経営者が時折彼らのもとにでかけてニーズの有無を確認している。 
野迫川村の迫組 6 大字と川波組 4 大字はともに広大な部落有林野を有する大字が多い。しか
し世帯および人口の激減により高齢者が大半を占める数世帯で構成される大字では、分収造林
や直営の育成林野として比較的高齢級の広い部落有林野の管理が行われてきた。世帯数の減少
と高齢化の進行とともに、部落有林野の有資格世帯の大幅な減少を真近に控え、今後の部落有
林野の運営をいかにするかという問題を抱えている。林野全般についても、野迫川村の立木の
市場価値は低く、銘木業については需要の低迷により市売り市場が倒産して人造絞り立木は切
り捨てに近い状態になり、一般の造林地も林業の不振で林業家の倒産が相次ぎ、1/10 以下の価
格になった安価な高齢級の造林地を役場が購入して管理運営する状況になっている。このよう
な不振の中、先の民宿経営者の場合、樹木・野草に関する豊富な知識･鑑識力を生かして民宿周
囲の花壇や林地を整備して案内し、宿泊客に苔玉で浸した樹木や野草の発芽をプレゼントする
などを通じて、固定した顧客層を獲得している。また、野迫川村だけでなく、天川村など周辺
町村のエコミュージアム・エコツーリズムの講演や現地見学などの講師として広く活動し、こ
れら町村の同好の人たちとの交流も密である。自然共生地域での生活様式を先行的に実践して
いるといえよう。しかし、そのような個人の才に依存して地域の持続可能な存続を図れるわけ
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ではない。五條市との合併協議から離脱して単独町村としてとどまったことにより、最大の雇
用の場である役場は存続した。しかし、必ずしも村民の有効な雇用がなされていない。再生産
を念頭に置いた就業と居住にむけた組織的な地域支援政策と実際の世帯群の取り組みに関する
野迫川村の実例について、知見が得られていない。 
 
（３）山陰の農山村 
西南日本では、林野を主たる経済活動の場とした外帯の山村と、水田を補完する経済活動を
林野に求めた山陰を含む内帯の山村とがコントラストをなしていた。地形がなだらかな内帯で
は山間部でも水田が重要なウェイトを占める。山陰の農山村では脆弱な水田経営規模にとどま
る零細農家の生計を、林野の採草地としての利用やたたら製炭が支えた。しかし、1950 年代以
降、炭焼きと放牧の衰退に伴い、大量の人口が流出して過疎地域となり、土地利用も水田農業
＋育林生産に変化した。林野は農地解放の対象外のため、旧鉄師は山林地主として今日まで維
持され、一般農家は腰林以外の所有山林を欠く小規模経営農家が多い。2000 年農林業センサス
において、500 万円以上の年間販売額の農家比率が、鳥取県では 4 割の大栄町を筆頭に、中部
から西部の市町村で 2 割ないし 1 割以上を占めるのに対して、島根県では大社町や八束町の 2
割ないし 1 割強の農家に過ぎず、大半の市町村の農家は 300 万円にも満たないのは零細な経営
規模のためである。 
2000 年、2005 年両年次の農林業センサスで、山陰の両県の農業と農業経営の実態について次
の点がわかる（表 12）。農家数は大幅に減少しているが、農家経営耕地の減少率の方が大きい。
農地・耕地の減少は、農地転用と耕作放棄が主たる要因であるが、表 12の農家経営規模の減少
は、農家から法人事業体への経営形態の移行も大きな要因になっている。販売農家も経営規模
を拡大しているが、販売農家よりも法人事業体の方が経営規模が大きく、販売農家数の減少率
が総農家数の減少率よりも遥かに高い。つまり、販売農家の法人事業体への組織変更が生じて
いる。｢食料・農業・農村基本法｣第 22 条に｢農業経営の法人化の推進｣が明記されたのを受け、
国は 5 年ごとに｢食料・農業・農村基本計画｣を立て、経営形態の法人化、認定農業者と集落営
農組織への集中的・重点的経営支援施策、担い手不足に対応した特定農業法人と特定農業団体
の認定などの農政を展開してきたが、それに対応して、法人事業体が組織され、それらへの農
地の集積が現実に進行している。会社経営の増加は農家の積極的な法人化による。鳥取では準
行政的な農協経営の増加が多いのに対して、島根県では集落営農など農民たちが経営体を組織
する農事組合法人が増加しており、違いがみられる。その一方で、少なからぬ農地が農業経営
に十分生かせない深刻な状態が生じていることを表 12 は示唆している。農地法は、農地所有を
農家に限定するとともに、農家に農業経営を義務づけている。しかし、かなりの農家と元農家 
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表 12 山陰における経営耕地と農業経営体の動向 
  鳥取県 島根県 
総農家数 戸 37697 49480 
実農家数 戸 37675 49421 
経営耕地面積 
ha 
30178 34187 
総農家 
1 戸あたり経営面積 a 80 69 
農家数 戸 29117 36010 
経営耕地面積 
ha 
28490 31571 販売農家 
1 戸あたり経営面積 a 98 88 
農家数 戸 8580 13470 
経営耕地面積 
ha 
1688 2616 
農家
 
自給的農家 
1 戸あたり経営面積 a 20 19 
農事組合法人 20 31 
会社 36 37 
農協 5 11 
法人 
農協以外の団体等 6 19 
2000 年 
農家以外の
 
事業体
 
地方公共団体等 8 11 
総農家数 戸 34969 44312 
実農家数 戸 34941 44247 
経営耕地面積 
ha 
27169 29310 
総農家 
1 戸あたり経営面積 a 78 66 
農家数 戸 24898 29301 
経営耕地面積 
ha 
25258 26525 販売農家 
1 戸あたり経営面積 a 101 91 
農家数 戸 10043 14946 
経営耕地面積 
ha 
1911 2785 
農家
 
自給的農家 
1 戸あたり経営面積 a 19 19 
土地持ち非農家 戸 9737 19872 
経営体数 25397 30086 
経営耕地面積 27339 29188 農業経営体 1) 
1 経営体あたり面積 a 108 97 
農事組合法人 20 81 
会社 73 102 
農協 109 61 
法人 
農協以外の団体等 31 23 
2005 年 
地方公共団体等 0 0 
総農家数の増減率 -7.24 -10.44 
総(農家)経営耕地面積の増減率 -9.97 -14.27 
販売農家数の増減率 -14.49 -18.63 
1 販売農家あたり経営面積増減率 3.06 3.41 
法人事業体の増減率増減率 248 172 
2000 年から 2005 年
までの間の変化 %
総農家中の販売農家比率の推移 77%→71% 73%→66% 
2005 年 
   % 
総農家と土地持ち非農家の合計に占める販売農家の比率 56 46 
注 1）2000 年までは、農家調査、農家以外の事業体、農業サービス事業体ごとに別の調査票を用い
て別々に調査していたのを、2005 年は同一調査票で行うようになったため、両年次間で統計
項目や統計値が符合しないものがある。2005 年の農業経営体数は、個人(≒販売農家)、組織(≒
非法人の農家協業体や地方公共団体・財産区など)、法人を合わせた値である。 
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（土地持ち非農家）が、農地を所有しているにもかかわらず、農産物販売を行わない自給生産
か、自給生産すら行わない。農地を所有する家に占める販売農家の比率は鳥取県で 56％、島根
県では 46％にとどまり、離農した土地持ち非農家が鳥取県では 22％、島根県では 31％を占め
るにいたっている。過疎地農山村では、不在村農地所有者の農地問題が顕在化しており、土地
管理および地域農業経営の点で、島根県内に深刻な市町村が多い。したがって、不十分な利用
や未利用の農地を、自給的農家の自営分を除いて、利用可能な状態に土地管理する手立てを講
じ、地域単位での農地利用の集積化を模索する必要がある。地域単位での担い手不足対策とし
て設けられた特定農業団体や特定農業法人の役割が高まるであろう。自給的農家の 1 戸当たり
19～20 アールの自給生産は、雇用者報酬が高くない第二種兼業農家の通勤就業を支える安全弁
として、今後も重要である。 
以上のように、一方で経営規模拡大（借地経営・作業受託による農地の集積）と法人経営体
化、他方で管理や利用が困難な耕地の増加が、農地条件や過疎化（人口流出率）などの違いに
よって地域差を伴って併進しており、どちらが域内を優占するかによって地域差が顕在化して
いく。山陰地方や中国地方は、日本の地方別の農業の土地生産性において北海道に次いで低く、
労働生産性においては最も低い地域に甘んじている。最も早く過疎化が進行し、現在も最も高
齢化率が高い島根県や中国山地において、農地が十分管理できず、農業的土地利用が困難な農
地の拡大が危惧される。農地法の原点に立ち返って、集落営農等を通じた農地の集積と集約的
利用を一層可能にするさらなる施策が要請されている。また、農村社会自体が、今後、一定の
より少数の農業経営体による安定経営へと移行する過程で、非農家所有の農地も含んだ土地管
理問題や住民間の同質性の喪失に対応したガバナンスのあり方を確立していくことが必要と
なっていく。 
 
４．小括－過疎地域と山村住民支援に向けた知見の整理－ 
 
都市農村関係、人口減少の程度、主な産業と職業構成などが異なる 3 つの過疎化地域におけ
る住民の居住動向や地域振興政策を検討し、現実に地域で起きている諸現象に留意した。これ
らをふまえ、次の数点の重要性を指摘して小稿を閉じることとする。 
第 1 に、都市住民と過疎地住民との交流・対流である。大都市圏からの転入や日常生活圏へ
の包摂がみられる奥多摩町では、行政の周到な政策展開のもと、住民交流が多面的に展開され、
過疎地住民自身もいわば村外からのインストラクターを迎えて都市住民との交流を通じた新た
な地域形成に向かって進んでいる。村外からのインストラクターの転入や農園利用者と隣接す
る農地をともに利用する状況は、交流の段階から、住民構成そのものがボーダーレスになる対
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流の段階に移行した現象とみなすこともできる。また、村内における大都市圏への近接可能性
の明確な差異は、一方で廃村化を進行させ、他方で村外転出後も家産として土地を所有し続け
る世帯群を生み出し、これらの元住民は居住を続ける住民とも、都市交流者とも異なる関与を
通じて新たな地域形成に参加している。さらに、森林セラピー観光の取り組みも、町内外から
名乗りをあげた人々や組織が多様な役割を分与する方式で構築されつつある。 
これに対して、天川村は国中と呼ばれる奈良盆地や関西大都市圏との林業経営・修験道・観
光を通じた交流を歴史的に結んできたので、この延長線上に新たな交流を展開させることが期
待される。しかし、個別私有林野においても部落有林野においても、林業不振により大半の林
野を所有する村外所有者が最低限の自伐や高齢級立木の保続を行い、住民にとっては林野が経
済活動の対象としての地位を急速に低下させており、住民サイドから林野経済活動を活性化す
る模索もみられない。観光では新たな形態としてオートキャンプが隆盛しているが、実質的に
村民の一部が個別経営し、就業機会の拡大につながっていない。キャンプを利用する都市民は、
オートキャンプ観光にかかわりのない多くの住民にとって夜間の騒音源であり、居住環境の悪
化を多くの住民が忍従しているのが実態である。行政によるエコツーリズム・温泉の推進や坪
内弁財天の行事などを通じて交流に関するより広範な展望が追求されている。それらを通じて、
一部住民が新たな生活の糧を得て、家産としての林野の運営を含めた新たな生活様式を確立す
る方向に向かっている。一方、野迫川村では、都市民の二箇所居住のためのセカンドホームが
一部に誕生しているが、住民の生活を再生産する方途は十分見出されていない。村外の林業家
の倒産による林業経営の不振、銘木の衰退による村内林家の不振、大字機能の衰退による広大
な部落有林野を生かせない状況に対して行政村が直接的に対応する必要が迫っているが、十分
な展望がない状況のもと、全般的な廃村化が進行している。少数の住民が独自に主体的取り組
みにより新たな生活様式を追求しており、都市民との交流はその生活様式を構成する 1 要素で
ある。 
第 2 に、巡回サービスの意義である。巡回図書館、訪問介護、移動商店、これらはいずれも
現在の生活に不可欠の機能を、施設立地が困難な地域において、住民に提供する重要な手立て
である。奥多摩町ではいくつかの巡回サービスが提供されていることが確認できた。巡回サー
ビスに関しては、都市と農村が直接的移動で結合できない場合に定期市が介在して農村のニー
ズを充足することが歴史的になされてきた。これらを参考に、実態分析とともに、個々のサー
ビスの性質を勘案して、サービスへのアクセス機会を小集落群にどのようにどの程度提供する
ことが妥当であるのかを検討し、費用便益の観点や比較的急速な地域変動が予測される地域で
の過渡的対応策として、施設立地に変わる選択肢として、政策的に積極的に位置づける必要が
ある。 
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また、巡回サービスは、つとに Paul J. Cloke が焦点を当てた｢キー集落｣概念などとも関連が
深い（注 20）。すべての集落に同等のサービスを充足させることができない場合に、必要なサービ
スをどの集落にどのように配置すればいいのか。District 等の地区ごとに構成集落群の中に他の
集落からはそこへのアクセスを念頭においてキー集落を設ける取り組みで、1970 年前後のイギ
リスにおいて主に取り組まれてきた。スウェーデンでは、平野部から山地方向に流域を念頭に
おいて行政単位が設定され、平野部の人口 10 万未満の中都市を核にしつつ、郡役所が小規模な
中心地を山地方面に向かっていくつか設定し、郡施設に、生活用品から医療介護器具に至る展
示解説場を設けて物品購買の参考に供し、かつ人々が昼食を楽しめるレストランを設けて憩う
場所を設け、農山村での生活を支援している。ネパールでは、地方都市群の個々の中心性と機
能上の特性を算出し、予算的にすべての都市に提供できない諸サービス機能を、都市群にどの
ように配分することが、後背地の農村群にとっても妥当性が高いかを検討して施設立地を進め
ている（注 21）。これらの事例が示すように、中小中心地へのアクセス、都市を介在しない農山村
地域での直接的なサービスの提供の両面にわたって、巡回サービスの意義と可能性をいっそう
真剣に検討していく必要がある。道路整備により長距離通勤を可能にすることも重要であるが、
長距離通勤を前提とする錯誤は単純な地域構造に終始し、問題が多い。また「村おさめ」の考
えは、巡回サービスのようなソフト面を十分考慮したうえで構築されているようには思えない。
集落移転に要する一時的なハードのコストとともに、移転集落の将来展望の検討も不十分であ
る。ヒューマンライツの「住み続ける権利」の観点に立って、現在の居住を前提にして知恵を
総動員することが基本的スタンスでなければならない。 
第 3 に、二箇所居住を支える条件整備である。ここでいう二箇所居住とは、都市民の二箇所
居住ではなく、山村住民の二箇所居住を指し、それを可能にする施策の重要性である。具体的
には、二箇所居住の一つは、山村に居住する高齢の親の面倒をみながら、一方で自分の子供の
教育等を考えて都市に居住する、現在の世帯主の生活スタイルである。山村の集落における家
産や居住への愛着度により、次世代にもこのタイプの二箇所居住が継続する可能性もあるが、
全般的には親の世代が亡くなれば、都市での居住のみになる可能性が高いであろう。他方は、
山村内部における通勤条件等の違いによる集落間の人口減少や廃村化の危機の程度差が非常に
明瞭な形で進行している。奥地からの通勤を可能にするため、口の集落で公共交通機関が利用
可能であるならば、その駅の近くでパークアンドライドが可能になる駐車場を設けることが考
えられる。公共交通機関はなく、時間的な制約で奥地からの通勤が困難な場合は、奥地山村住
民が自分の集落での週末等の居住と、通勤可能な口の集落での平日の居住をかなえられるよう
な政策の展開が考えられる。フェロー諸島において首都トーシャンなど都市部での就業の集中
が進行する中、17 の島々の住民は週末と週初めの 2 日余りを自分たちの島での生活に充て、平
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日をトーシャンでの勤務にあてている。奥地集落の住民が通勤可能な口の集落との二箇所居住
によって離村せず居住を続けられる仕組みがありうるのではないか。現在、山村内部における
通勤条件や諸施設への近接性の違いによる集落間の人口減少の差ひいては廃村化の危機が各地
で確認できる。それだけに緊急性を要する。 
上記のいずれの場合も、長期的な時間軸でより好ましい居住となるには、教育・保健衛生の
水準、および技術・情報を用いた行動機会が保障された生活空間であるか否か、換言すれば、
生活を安全・安心に送れるか、知識・技術を修得しかつ使える社会であるか否かの条件が重要
度を増していく。これらの条件整備が進めば、知識社会における居住地選択は、今日の物理的
制約とは異なる展開をみせる可能性がある。 
第 4 に、土地管理政策の重要性である。農地・林野が、ともにそれらの土地利用を生活･生産
の基軸に据える居住者にとって有用な存在であることをいかに担保していくのかということで
ある。農地については、土地持ち非農家や離村住民やその子孫の土地所有は、充填した生活空
間の形成を阻害する重大な地域問題になっている。他方、林野については、個別私有林野、部
落有林野、国有林野等の別なく、明治期以後の私的排他的所有権の仕組みが利用を促進するの
に適合的でない基本的問題点を解決できていない。 
最後に、地域を支える重要な条件として、アイデンティティを指摘しておきたい。みずから
の居住に指針を与えてくれる集団表象としての意義、および全体地域の中で個々の地域を特定
しかつ地域が果たす役割を明確にするために、アイデンティティは重要である。従来、アイデ
ンティティは、歴史的に培われた文化的遺産を指すことが多い。そのようなアイデンティティ
の重要性は論を俟たないが、今日の過疎化・人口減少の中で、かつての存在価値が十分意義を
示せない今日、積極的に創出していく能動的なアイデンティティ構築の重要性を念頭に置くべ
きであろう。この点に関しては、アマルティア・センの議論が参考になる（注 22）。 
小稿では、具体的な実態を踏まえた議論が未熟な状態にとどまっている。いずれ他日を期し
たい。 
 
 
注 
1） カウンターアーバナイゼーションの定義や現象については、次の文献が管見の限り適切で
ある。Tony (Anthony) Champion, in Migration into Rural Areas, Wiley eds. by P. Boyle and K. 
Halfacree (1998) 
2） 大友篤が明らかにしている。 
3） 過疎対策研究会編『過疎対策データブック』各年版 
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4） 「限界集落」の用語については、大野晃（2005）参照。大野は、住民の高齢化率や世帯・
戸数とともに、社会生活の慣行・年中行事等を維持できているか否かをもって、限界集落
か否かを判定している。しかし、国土交通省は、政策実施上の説明・参考資料として、高
齢化率と戸数のみを指標にして全国の限界集落を算出・地図化し、年齢構成等から今後の
廃村化予測を立てている。 
 大野晃（2005）『山村環境社会学序説』農文協 
 小規模集落の移転･併合による新たな集落再編について、作野（2006）が「むらおさめ」の
検討の必要を論じている。 
 作野広和（2006）中山間地域における地域問題と集落の対応、『経済地理学年報』52-4、
pp264-282 
5） 中山間地の用語は 1980 年代から用いられていた。明確な用語としての概念規定は、1988
年『農業白書』での｢中山間地域｣の語の使用、1990 年農業地域類型区分における｢農山村｣
｢山村｣の用語の｢中間農業地域｣｢山間農業地域｣への変更に伴い、｢中間農業地域｣と｢山間農
業地域｣を合わせた地域の指示語となって確立した。｢中間農業地域｣は｢平地農業地域と山
間農業地域との中間的な地域であり、林野率は主に 50～80％で、耕地は傾斜地（田は 1/20
以上、畑は 8 度以上）が多くなっている市町村｣｢山間農業地域｣は｢林野率が 80％以上と高
く、また、耕地率が 10％未満の市町村｣を指す。｢中山間地域｣の用語については、上記と
は別に、総務省や国土交通省さらに農林省等において、離島振興法・山村振興法・過疎法・
辺地振興法・半島振興法・特定農山村法の対象地をなす条件不利地域を｢中山間地域｣と概
念規定して用いる用法もあり、耕地率や林野率が就業構造をあまり反映しなくなった現在
では、後者の用法のほうが一般的になっている。 
6） 条件不利地域の振興対策･政策に関して、次の文献を参考にした。 
 山村振興調査会編（1969）『過疎問題と山村振興』古今書院 
 特定農山村法研究会編著（1995）『特定農山村法の解説』大成出版社 
 堺正紘編著（2004）『森林政策学』J-FIC（日本林業調査会）。特に、4 章（遠藤日雄）、6
章（笠原義人）、15 章（野口俊邦） 
 遠藤日雄編著（2008）『現代森林政策学』J-FIC。特に 6 章（白石則彦） 
7） 『農家経済調査報告』（現『農業経営統計調査報告』）による値。ただし、1950 年段階は全
農家の平均経営規模、2005 年は販売農家の平均経営規模。『農林業センサス』による値は、
北海道 19ha、都府県 1.3ha である。 
8） 地区内の 2/3 以上の人数および面積の森林所有者が森林組合設立に同意したとき、地区内
のすべての森林所有者が森林組合に加入しなければならない制度であった。これは農地に
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おける耕地整理組合の任意設立強制加入方式とほぼ同じであった。 
9） 2010 年 2 月時点で、全国 38 市町村（38 か所）がセラピー基地ないしセラピーロードとし
て認定されている。 
10）森川洋（2009）都市システムの変化と過疎地域対策、『地理学評論』82-3、pp167-187 
 森川洋（2009）「二層の広域圏」の「生活圏域」構想に関する考察と提言、『人文地理』61-2、
pp1-15 
 国土形成計画の審議において一部の委員が北海道の支庁レベルの数中心都市が小規模であ
ることなどを理由に、また島根県中山間地域研究センターが山陰の県庁所在都市を含む中
心都市群の規模を念頭において、中心都市の通勤圏の昼間人口 30 万人が大規模にすぎると
主張している。 
11）奥多摩総合開発株式会社は、町：（株）奥多摩工業：銀行･組合等の出資団が約 67:20:13 の
比率で出資して 1983 年に設立された第三セクターである。現在、観光施設の管理運営や産
業部門の事業により、町内の住民 60 名を雇用する会社として経営が成り立っている。 
12）表 3 において海沢の世帯数の大幅な増加は 1970-75 年の時期になっており、寿楽荘が開設
された 1967 年よりも遅い期になっている。これは、入居者 1 名を 1 世帯として扱う世帯把
握方式が 1975 年から採用されたためである。 
13）日向の 24 棟は 2003 年に東京都から奥多摩町に移管された。栃久保の 20 棟と日向の 24 棟
はともに、1997 年条例改正以後、住宅に困窮する低額所得者向け公営住宅として貸借され
ている。 
14）奥多摩町では、2007 年 6 月に「奥多摩町森林セラピー推進協議会設置要綱」を作成し、協
議会を設置した。要綱の中で、森林、医療、健康等に関する有識者を協議会の委員に委嘱
することを定めており、森林(を含む遊歩道)の整備に関して千葉大学園芸学部に委嘱した。
医療に関しては奥多摩病院長が委員となっている。 
15）奥多摩町では、役場組織においても｢観光産業課｣と産業の前に観光を置いており、観光の
比重が大きいことが確認できる。 
16）2002 年 4 月 1 日に、西多摩地区の八王子市、青梅市、あきる野市、日の出町、奥多摩町、
檜原村の６森林組合が合併して、日の出町に本所を置く東京都森林組合が結成された。会
員数 2826 名で、林産事業、花粉対策事業、加工事業、森林整備事業を行っている。奥多摩
町には奥多摩事務所があり、製材工場が稼動し、奥森ハウスにも間伐材・主伐材を供給し
ている。 
17）本来現在時点の値を 1989年値と比較すべきであるが、1997年以後の電話帳の発行がなく、
両年次の比較となった。 
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18）1981 年当時に死亡や離村していた 6 軒については、死亡や離村以前の職業を計上した。 
19）子供世帯に現世帯主が移った事例も計上している。本来、現世帯主が子供世帯に移った世
帯については孫世帯の同居の有無により判断すべきであるが、子供世帯への世帯主の移行
が比較的最近で、孫が若年や未婚で村外居住している場合などは、２世代の同居の判断が
困難になるので、ここでは、それらの事例はすべて｢子が同居または天川村内で就業｣とみ
なした。 
20）Paul J. Cloke (1979) Key settlements in rural areas, Methuen, London 
 松尾容孝（2003）「先進国の農村問題と Pual J. Cloke の研究の意義」石原潤編『農村空間
の研究（上）』、大明堂、pp.66-85 
21）Pushukar K. Pradhan(2004)Rural Urban Relations with particular reference to Nepal, Rural Urban 
Partnership Programme, MLD/UNDP (ISBN: 99933-763-1-0) 
22）アイデンティティについてはアマルティア・センの一連の議論が参考になる。特に、従来、
おもに所与の自然的・文化的条件を土台にして歴史的に形成されてきたものとしてアイデ
ンティティが議論されてきたのに対し、センは能動的・主体的なアイデンティティ形成を
積極的に主張する点で特色があり、参考になる。中村平治はセンの「アイデンティティ」
概念の特徴を踏まえて、適切に、「一体性志向」の訳語を与えている。 
 アマルティア・セン（佐藤宏・粟屋利江訳）（2008 訳）『議論好きなインド人』明石書店 
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